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一、11月市会定例会は、11月21日～12月8日の会期で行われました。

補正予算案など48議案が当初に提案され、追加で人事案件４件

が提案されました。

一、人事委員会の給与引き上げ勧告にもかかわらず、河村市長が

反対したため、名古屋市は今議会での計上を見送りました。４

年連続での見送りです。

一、補正予算案は総額2.4億円。一般会計1.9億円の大半が中学校

入学準備金の支給の入学前への前倒し支給に1.1億円、その他、

アジア大会を展望しての瑞穂公園陸上競技場改築調査1800万円

など。繰越明許として、待機児対策の遅れの原因となっている

賃貸式民間保育所設置や認定こども園の整備が進まないために

繰り越す予算などなど３件。特別会計は5300万円で天守閣天守

台石垣調査を計上し、２か年の調査費として2億8700万円を限度に債務負担行為も行いました。

一、議案のうち35件は指定管理者の指定で、その他、ゴミ屋敷条例の制定などの条例案が４件でした。日

本共産党市議団は、天守閣木造復元予算を含んだ補正予算案２件と生涯学習センターの指定管理に反対、

追加提案の人事案件で元減税日本の県議・幹事長だった廣澤氏を副市長にする議案と県公安委員にJR東

海の柘植社長を推薦する案の計５件に反対、それ以外の47案件に賛成しました。

一、天守閣復元関連予算案に対し反対の討論を藤井ひろき議員が行いました。

一、本会議質問は指定管理に係る案件が多く、議案外質問と議案質疑をまとめて行えるよう、個人質問と

して行われ、高橋ゆうすけ議員が就学援助での小学校入学準備金の事前支給、教員の採用計画の見込み

違いの解消、臨時教員の継続任用問題について、くれまつ順子議員が名鉄やＪＲへの敬老パスの利用問

題と名古屋空港からのＦ３５線戦闘機の騒音問題、さいとう愛子議員が暖かい中学校旧食事柘植と図書

館の再配置問題、江上博之議員が、はとり幼稚園の廃園と人口減を口実にした施設再編より人口増対策

を進める施策についてそれぞれ質問しました。

一、意見書は、日本共産党をはじめ各会派から提案された８件の意見書案の協

議が各会派政審委員長会でおこなわれ、理事会、議会運営委員会をへて、３

件が成立。日本共産党議員団が提案した３件の意見書案はすべて否決されま

した。

一、閉会中審査で委員会不採択となった２件の請願について、本会議で採決が

行われましたが、自・民・公・減・立の反対で不採択と打切になりました。

一、新規請願は７件、陳情は４件が受理されました。日本共産党は請願７件す

べての紹介議員になりました。

一、10月の総選挙に減税日本ナゴヤの余語議員と佐藤夕子議員が立候補したこ

とにより11月18日に東区で補欠選挙が行われ、立憲民主党のくにまさ直記氏

が当選しました。総選挙での経過も踏まえ、日本共産党はあえて候補者を立

てませんでした。緑区は次回定例選挙までは欠員となります。

一、くにまさ議員は総務環境委員会と防災エネルギー特別委員会に

所属し、一人会派の立憲民主党名古屋市議団を設立しました。

一、民進党の田中りか議員（天白区）が、民進党を離党し、会派は

民進党のまま立憲民主党に移籍しました。
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１１月定例会について

１１月定例会日程表

月日 曜 時間 会議 備考

11月21日 火 11時 本会議 補正予算等提案説明

11月28日 火

10時 本会議 個人質問11月29日 水

11月30日 木

12月1日 金 10時

委員会

12月1日は3分間演説
の後、委員会審議。

補正予算や条例改正
案などを審議

12月4日 月

10時
30分

12月5日 火

12月6日 水

12月7日 木

12月8日 金 １時 本会議 補正予算などの採決

12月11日 月 予備日

◇会派構成（2017年11月21日現在）

日本共産党名古屋市会議員団（共産） １２

自由民主党名古屋市会議員団（自民） ２２

民主党名古屋市会議員団（民主） １７

公明党名古屋市会議員団（公明） １２

減税日本ナゴヤ（減税） １０

立憲民主党名古屋（立憲） １

欠員（緑区） １



小学1年生でも入学準備金の前倒し支給を

【高橋議員】今定例会では、新中学1年生への就学

援助の入学準備金を、入学前に前倒しして支給す

るために、1億700万円余の補正予算案が提出され

ました。就学援助は、経済的理由によって、就学

困難と認められる児童生徒の保護者に対して行わ

れる援助制度であり、子どもの貧困対策としても

重要な施策です。本市の就学援助を受ける児童生

徒は、小学生が12.8％、中学生が16.3％と、子ど

もが成長するほどに、生活が厳しくなる傾向が見

えてきます。そのため、制服や学用品など、入学

に向けて様々なものが必要な時期に、入学準備金

が支払われることは、中学校に入学する子どもを

持つ保護者のみなさんから切実な願いでした。入

学準備金の前倒し支給を求め続けてきた我が会派

としても、今回の中学生への入学準備金前倒し支

給の提案は、非常に意義のある提案であり、心よ

り歓迎いたします。

ところで、就学援助の入学準備金が支給される

のは、中学生だけではありません。新小学1年生に

も支給されます。小学生であっても、ランドセル

や学用品の購入など、まとまった出費が必要であ

り、やはり入学前に支給してほしいという保護者

の声はたくさん聞こえてきます。

他の政令市での新小学1年生への就学援助入学準

備金前倒し支給状況について、調べてみたところ、

福岡市、北九州市、熊本市がすでに新小学1年生へ

前倒し支給を実施しており、来年度入学生からは

京都市、神戸市が新たに実施。広島市、横浜市で

も実施に向けた検討が行われています。もちろん

前倒し支給をするためには課題もあるかと思いま

す。本年3月の我が会派の代表質問でも、教育長は

「他都市の動向を注視しつつ、引き続き課題を整

理する必要がある」と答えています。今回、新中

学一年生への前倒し支給を実施することとしたと

いうことは、一定課題の整理が出来たからだとい

うことですよね。

教育長、今回、新中学1年生の就学援助の入学準

備金前倒し支給をするにあたって、どのような課

題があって、どう解決されたのか。また、新小学

1年生への前倒し支給を実施するためには、どのよ

うな課題があると考えていますか。早急に課題の

解決をはかり、小学校でも入学準備金の前倒し支

給を実施すべきではありませんか。

未就学段階での受付体制などの課題を

解決できるよう検討する（教育長）

【教育長】支給後に市外転出された場合に返還を

求めるかどうか、支給後に市内へ転入された場合

に支給するかといった課題がありました。具体的

には、支給後に市外転出された場合も中学校に進

学することに変わりないことから、返還は求めな

いこととしました。支給後に市内へ転入された場

合は、原則として、入学後に支給します。
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議案質疑（11月28日）

入学準備金の前倒し支給／臨時講師の同一校での継

続任用／本務教員の欠員解消

高橋ゆうすけ 議員

就学援助における入学準備金の
前倒し支給について

就学援助入学準備金の事前支給（2017年2月27日現在）

都市名

事前支給の実施

都市名

事前支給の実施

実施
開始年度
(新入生)

実施
開始年度
(新入生)

札幌市 〇 2017年度 京都市 ×

仙台市 × 大阪市 ×

さいたま市 × 堺市 ×

千葉市 × 神戸市 ×

横浜市 × 岡山市 ×

川崎市 × 広島市 〇 2018年度

相模原市 × 北九州市 〇 2017年度

新潟市 〇 2016年度 福岡市 〇 2015年度

静岡市 × 熊本市 〇 2017年度

浜松市 × 名古屋市 ×

札幌市、新潟市、広島市は新中1のみ対象



新小学1年生への支給時期は未就学段階での受付

体制など課題がありますが、 新中学1年生に対す

る支給の状況などを十分考慮し、入学前に支給で

きるよう検討します。

実現した他都市では入学届を提出した小学校

へ申請書を持参。早期の実施を(意見)

【高橋議員】今回の新中学1年生への入学準備金前

倒し支給については、市外へ転出する場合であっ

ても必要なのだからという視点に立ち、経済的に

困っている方のことを考えた対応をされるものだ

と感じます。そして新小学1年生への前倒し支給に

ついて、受付体制など課題があるということでし

たが、他都市で実施しているところに受付体制に

ついて話を聞いたところ、入学届を提出した小学

校へ、就学援助の申請書を持参するということで、

そのこと自体に大きな課題はないとのことです。

1年前の11月定例会でも岡田議員の質問に対して

「受付体制を確立する必要がある」との認識を示

してきましたよね。いつまで課題解決を検討し続

けるつもりなのでしょうか。これまでのやり取り

からも、中学生への前倒し支給と一緒にやれたん

じゃないかということを強く感じます。もう課題

を先送りにするのではなく、新小学1年生への入学

準備金前倒し支給をできるだけ早く、実施してい

ただきますよう強く要望しておきます。

毎年100名前後の正規教員が不足

【高橋議員】本市の本務教員、いわゆる正規教員

の欠員状況はどのようになっているでしょうか。

これまで毎年、100名前後の正規教員不足があると

いう状況が続いていました。これまでは本市の実

情を踏まえた教職員定数案を作成し、それを愛知

県に要望。その要望に基づいて県教育委員会の中

で県内全体の教職員定数案を作成し国へ申請。国

はそれを基に愛知県の教職員定数を決定して県に

連絡、その定数を愛知県が配分し、本市の教職員

定数が決定されていました。その結果、必要な教

員が足りずに、臨時教員を任用して穴埋めをして

きたわけです。

しかし本年4月に権限移譲が行われ、これまでの

県との関係による制約も

なくなり、名古屋市の実

情に応じた教員数につい

て、国に対して直接申請

をすることができるよう

になりました。となれば、

正規教員不足をなくして

いくことができるのでは

ありませんか。

そもそも教員は、教育

基本法第9条2項において「・・・その使命と職責

の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇

の適正が期せられる」こととされています。なぜ

か。それは、子どもたちの成長・発達を見守る教

員が、臨時という不安定な身分では、中長期的な

視点で行われるべき教育活動が保証しきれないと

考えているからこそ、身分の保証がされているの

です。

その視点に立ってみたときに、本市の状況がど

うなのか、改めて考えてみると、毎年正規教員が

欠員状態となっており、その穴埋めを臨時教員に

頼らざるを得ない状況が続いているというのは、

異常な状態だと言わざるを得ません。

そこで教育長にお尋ねします。本市の正規教員

不足についての現状認識と、今後、具体的にどの

ようにして解消していくおつもりですか、お答え

ください。

欠員数はできるだけ減らしたい（教育長）

【教育長】本務教員の欠員は、当初想定した学級

数や国からの定数改善による加配数の見込みにず

れがあることにより発生します。その他、採用試

験後の希望退職者数や新規採用予定者の辞退数な

ども影響します。
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学校現場における本務教員の
欠員解消に向けた取り組みについて



今年度は、権限移譲に伴う国の定数改善が行わ

れたこともあり、本年度当初の欠員数は、小学校

55名、中学校65名、特別支援学校・特別支援学級

63名、計183名となっています。

今後は、権限移譲により、国に対して愛知県を

介さずに直接教職員定数の要望ができるようになっ

たメリットを生かしながら、次年度の学級数や加

配数の見込みなどを精査し、欠員数をできるだけ

減らしていきたい。

今年度は例年より大幅増の183名の欠員。

想定できなかったのか（再質問）

【高橋議員】本年度当初の欠員が183名と例年より

大幅に増えています。教育長、県を介さずに直接

国へ教職員定数の要望ができるようになったメリッ

トを活かしていくとしながら、権限移譲後初の年

である今年度、これだけの欠員を生じさせたこと

について、国からの定数改善などを想定すること

ができなかったのですか。

権限移譲初年度で国の定数措置を正確に

見込むことが困難だった（教育長）

【教育長】教員採用数は例年9月に決定しています

が、国から定数が内示されるのは、翌年の2月であ

ることに加え、今年度は権限移譲初年度であり、

国の定数措置を正確に見込むことが困難であった

ためです。今後とも欠員数を出来るだけ減らすよ

う、次年度の学級数や加配数の見込みなどを精査

していきたい。

市で長期間働き続けている臨時教員は

正規採用を（意見）

【高橋議員】今年度は、国との直接のやり取りが

はじめてであったため、想定することが難しかっ

たとのお話しでした。それではこれまでと同様で

はありませんか。本務欠員をゼロにしていくのは

いったいいつになるのでしょうか。本市独自に、

欠員をゼロにするための施策も必要なはずです。

本市では、長期にわたって働いている臨時教員

が大勢います。私は、長期間にわたって臨時教員

が任用され続けるということは、臨時教員の固定

化を生み出し、良くないことだと考えます。この

ことは、今年2月の私の質問で、総務局長からも

「フルタイムの臨時的任用を繰り返すことによっ

て、事実上常勤職員と同様の勤務形態を適用させ

るようなことは避けるべきである」とも答えられ

ていることからも同じ思いだと思います。そして

私は、臨時教員が正規教員として働けないとする

理由はどこにもないとも思っています。臨時教員

であっても子どもたちにとって先生は先生、正規

非正規の区別はありません。長期間にわたり本市

で働き続けている臨時教員を、今すぐに正規採用

する仕組みを作ることによって、本市の正規教員

不足を解消する施策になるのではないでしょうか。

ぜひ検討していただきたいと思います。

同一校での継続任用不可なのは

千葉県と名古屋市だけ

【高橋議員】本市における臨時的任用講師の同一

校での任用についてお聞きします。

現在、臨時教員の中でも常勤で働く産育休によ

る臨時的任用講師は、学校が必要と認めた場合に

限って、３年を限度に、同一校での任用が認めら

れています。しかし、それ以外のケース、例えば

病気で長期間休んだ正規教員の代わりに臨時教員

が任用される。その後休んでいた正規教員が復帰

して任用期間が終わったものの、その直後、同じ

学校で別の正規教員が産休を取るといった場合、

その学校で働いていた臨時教員を任用することが

できません。このことに、学校現場からも、保護

者の方からも疑問の声が上がっています。

正規教員の代わりに入る臨時教員は、年度途中

であっても、すぐに学校のこと、子どもたちのこ

とを把握することが求められます。しかしそれは、

普通にできることではありません。「明日から来

てください」と言われるほど切羽詰まった学校、

もし、これまで働いてきた臨時教員がそのまま任

用されれば、それこそ、即戦力として頑張っても

らうことができるのではありませんか。

他都市はどうなっているでしょうか。私が調べ

たところ、同じ臨時教員を同一校で続けて任用で

きないというルールを作っているのは千葉県と名

古屋市だけです。他の自治体では、条件さえあれ

ば同じ臨時教員を同一校で任用することができる

ようになっています。それは、毎年臨時教員を入
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継続任用について



れ替えるよりも、同じ臨時教員を任用した方が、

学校全体の教育力や教員同士の連携を高めていく

ことにつながると判断されているからです。

同じ学校で、再度臨時教員が必要とされるよう

な条件がある場合については、同じ臨時教員を再

度任用することができるようにするべきではあり

ませんか、教育長の見解を求めます。

常勤講師を同一校で継続任用することの

メリット・デメリットを整理したい（教育長）

【教育長】近年、本務教員の産休・育休者が増加

しており、同一校で複数の常勤講師が在籍する状

況も多く、任用が3年未満で切れる常動請師を、補

充要件が変わる場合であっても、3年間同一校で継

続して任用したいという要望があることは承知し

ています。

今後、常勤講師を同一校で継続任用する際のメ

リット・デメリットを整理し、対応を研究したい。

デメリットとは何か（再質問）

【高橋議員】指導の継続性という観点から、常勤

講師の同一校継続について研究していきたいとの

回答をいただきました。非常に前向きな回答と思

います。同じ臨時教員が、同じ学校で継続して任

用できるようになるというのは、一歩前進になる

と思います。

教育長はそのためにも「メリット・デメリット

を整理して研究していきたい」と答えられました

ので、その部分を少し明らかにしたいと思います。

私は、同一校で働くことは、臨時教員自身が子ど

ものことや地域のことを良くわかっている、だか

らこそ子どもや保護者への対応にも余裕が生まれ

てくるでしょうし、また教師同士の連携も取りや

すく、授業での幅も広がるなど、メリットが非常

に多いと思います。デメリットについては、私は

何も思いつかないのですが、例えばどのようなも

のがあると考えているのですか。

他の講師の雇用機会が失われる（教育長）

【教育長】例えば中学校では、教科によって任用

される人数が限られるので、特定の講師が継続的

に任用されることで他の講師の雇用機会が失われ

ることになる。

条件があれば同じ学校で働き続けられるのは

当たり前（意見）

【高橋議員】教育長が今あげたデメリット、本当

にデメリットとして正しい認識なのでしょうか。

実際に講師登録をして仕事を待っている人に聞い

てみましたが、長期にわたって任用され続けてい

る人がいるから自分に仕事が来ない、などと考え

ている人はいませんでした。そして、条件がある

ならば同じ学校で働き続けられるというのは当た

り前だとおしゃっていました。それが普通の感覚

です。

要件が異なっても、同一校での継続任用ができ

るようになれば、多くの学校でも喜びの声が上が

ることと思います。今後研究をしていくというこ

とでしたから、少なくとも3年間は継続任用できる

ように、制度改善していただくよう強く要望いた

します。

加えて、同一校で、本当に長期にわたって臨時

教員が必要とされるケースもあります。正規教員

が妊娠初期に、体調を崩して長期の休みを取り、

そのまま産育休に入るケース。育休中にさらに妊

娠して、再度産育休を取るケースなど実際にある

わけです。一定長期にわたる代替が必要とわかっ

ている場合、正規教員を採用して代替とするのが

一番良い方法ですが、臨時教員を任用するという

ことであっても、3年という上限を超えて継続でき

るのかどうかについても、ぜひ検討していただき

たいと思います。
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名鉄・ＪＲで敬老パスが使えないのは

不平等ではないか

【くれまつ議員】敬老パスのＪＲ・私鉄への利用

拡大について、党市議団が独自に行いました守山

区民のみなさんへのアンケート結果を踏まえて、

市長に質問します。

６月議会では名鉄沿線の市民62名の訪問聞き取

り調査をご紹介しました。62名のうち51名が拡大

に賛成され、パスをもっていない方39名のうち

33名が名鉄で使えるようになればパスを使うと答

えておられました。

今回市議団で行った調査は、６月から８月まで

守山区の名鉄瀬戸線沿線とＪＲ新守山駅沿線にお

住いの世帯に返信用封筒をつけて配布し、798人の

方から返信をいただきました。敬老パスをもって

おられる方は558人でその方に、名鉄・ＪＲへの利

用拡大がされた場合に、「名鉄・ＪＲに敬老パス

を使って利用されますか」とお聞きしました。

94％の方が名鉄・ＪＲを利用すると回答されまし

た。一方敬老パスを持っ

ておられない方75名に

も対象交通の拡大につ

いてお聞きしたところ、

60人、80％の方が名鉄

やＪＲを利用したいと

回答されました。名鉄瀬戸線とＪＲ沿線の方は利

用拡大の要望が大きいのがわかりました。敬老パ

ス制度について多くの方が意見を書かれ、自由意

見蘭には、次のような、「地下鉄が通っていない

守山区は不平等」と訴えるものがありました。

「守山区は地下鉄が通っていないため敬老パスは

他の区に比べると不公平です。守山区民は日常の

足である名鉄瀬戸線を利用できる様にするべきで

ある。」

市長、この声を聞いて、どう思われますか。税

金は守山区にお住まいの方も同じように払ってい

るのです。名鉄・ＪＲなどが地下鉄に代る公共交

通として重要な役割を担っている地域では、名鉄・

ＪＲで敬老パスが使えないために、市民が不自由

に思っています。

そこで、市長に伺います。公共交通である名鉄・

ＪＲで敬老パスが使えないのが不平等だという市

民意見について、どのように受け止められました

か。
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個人質問（11月29日）

名鉄・ＪＲで敬老パスが使えないのは不平等／名古

屋空港のＦ３５戦闘機の騒音被害が大変

くれまつ順子 議員

敬老パスのＪＲ・私鉄への
利用拡大について

【拡大に期待する声】

○「地下鉄が通っていない守山区は不平等。名鉄・

ＪＲに拡大してほしい。」

○「外出の機会が増える。健康のためによい、医

療費削減になる。」

○「楽しみがふえる。」

○「積極的に社会参加、アルバイト、ボランテイ

ア等できるのでは」「家計が助かる。年金生活者

にとって経済的にありがたい」「経済効果を生む」



不平等だとは思ってる。交通系に乗れない人と

の不平等もあり、苦しみながら考えている（市長）

【市長】たしかに、地下鉄や市バスがないとこは

みんないやだわね。もう一つは車いすの人達のよ

うなバスに乗れない、たいへん不自由な人から見

ればもっと高齢者福祉は平等であるべきではない

かというのが出てくると思いますよ。なんとか考

えなあかんということで苦しんどるんだがね。名

鉄タクシーが一割引きでやってくれるようになっ

たもんで、わしも古出来町まで帰るのにタクシー

乗っていく。１割安いと便利なので、こないだ敬

老パスを払ってもらいましたけどね。不平等がな

いようにどういうふうにするかと。なんでも乗れ

るようにする、名鉄とJRも一つですけど、そこばっ

かやってますと、交通系に乗れない人と、ものす

ごい不平等が生じると思いますよ。苦しみながら

考えています。不平等だとは思っています。

140億円の上限撤廃での制度改革が必要

【くれまつ議員】敬老パスの利用拡大を実現して

いくために、事業費をどう考えるのか、事業費の

上限設定について、伺います。敬老パスについて

は「事業費が142億円を超えると見込まれる場合に

は、新たな見直しを行う」という考え方のもと、

現在、「新たな敬老パス制度のあり方」について

検討を進めています。先の６月議会では、私の質

問に対して、市長は、「私鉄への利用拡大を検討

する」というマニフェストを守ること、「値上げ

はしない」との答弁でありました。健康福祉局長

は、「実態把握調査の結果やＩＣカードの年間を

通じた乗車実績の分析をもとに、ＪＲや私鉄など

への対象交通の拡大をはじめ、議会からのご要望

を踏まえ、限られた財源の中で、より使い勝手が

よく、かつ持続可能な敬老パス制度を検討する」

「今年度方向性を整理する」との答弁でした。高

齢者数の伸びにより、敬老パスの事業費が増えて

いくことは予想されています。今年度敬老パスの

予算は140億円となり、来年度には142億円をこえ

るかという状況で、上限枠の範囲で制度設計すれ

ば、利用者の負担をお願いするか、利用の制限か、

そのようなことを考えなくてはなりません。しか

し、市長は、値上げはしないという考えを示され

ています。利用制限をしたら、敬老パスによる効

果が小さくなってしま

います。市長、ここは

上限を取り払って制度

設計をすべきです。

ここで敬老パスの事

業は、４つのすぐれた

効果、社会参加効果、

健康効果、経済効果、

環境効果があるという

市の調査報告がありま

す。市民アンケートでも「外に出かけることが容

易だと病気になりにくい」「医療費削減につなが

る」「健康のため出かけることが多くなる」と健

康効果についてのご意見がありました。外出して

買い物や食事をし、消費支出は１回あたり4200円

という試算で、敬老パスの事業費131億円に対して

経済効果は316億円という本市の調査です。市民ア

ンケートでは、「マイカー利用をやめ、敬老パス

をもらって名鉄・ＪＲを利用したい」とのご意見

もありました。高齢者のマイカー事故も多発して

おります。マイカー使用を控え公共交通への乗り

換えにより、温室効果ガスＣＯ２排出抑制に貢献

します。

敬老パス事業によって市民にとって有益な効果

をもたらしているにも関わらず、142億円という事

業費の上限の範囲で制度設計をすることは、敬老

パス事業による健康効果や社会参加効果、経済効

果、環境効果も抑制していくことになるのではな

いでしょうか。

敬老パスは高齢者福祉の増進をはかる名古屋市

の福祉の象徴というべき施策です。

事業費について、上限枠にとらわれず、高齢者

の方の交付率を高めることをめざし、ＪＲ・私鉄

への利用拡大を行うべきと考えますが、市長の見

解を求めます。

上げずに堅持する（市長）

【市長】上げずに堅持するという、そういう気持

ちで頑張っていかないかんと思います。

上限枠にとらわれないで行くのか（再質問）

【くれまつ議員】上げずにということは、上限枠

にとらわれないで、上げないで行くという理解で

よろしいか。

名古屋市政資料№193 （2016年11月定例会）

- 7 -



142億円を維持する（市長）

【市長】142億を維持するということで、まあ、やっ

ていくということ。

上限枠を取り払って制度設計を（意見）

【くれまつ議員】142億円の範囲で新たな制度設計

を行うことになれば値上げはしない、一方で利用

者の利用が制限されることになる。敬老パスのい

ろいろな有効な効果が縮小されていくことになる。

新たな制度設計に当たっては上限枠は取り払って

敬老パスのいろいろな効果が広げられるよう制度

をしていくよう求めます。

騒音監視でのF35への対応を

【くれまつ議員】県営名古屋空港の航空機による

騒音問題について質問します。

今年7月守山区の大森に住んでいる方が、「朝9時

ごろ、下から天につきあげるようなこれまでに聞

いたことがないような大音量の音で驚いた」と区

役所と航空自衛隊小牧基地に問い合わせをされま

した。区役所からは「県営名古屋空港に隣接した

三菱重工小牧南工場においてＦ-35ステルス戦闘機

の試験飛行である」との返答があったそうです。

Ｆ-35は、敵のレーダーで探知されにくいステルス

機能や核爆弾を投下できる機能までもつ最新鋭の

戦闘機とのことです。防衛省が42機配備し、38機

の組み立てを三菱重工小牧南工場で行う計画です。

現在までＦ-35は6月以降1号機が６回、2号機は9月

10月で5回、計11回の試験飛行が行われた、9月に

もＦ-35の騒音の苦情を私は聞きました。Ｆ-35は

これから県営名古屋空港を使い、名古屋上空にも

轟音を響かせながら飛ぶことになります。

F-35A と C-130A(自衛隊ホームページより)

Ｆ-35は米軍基地には、Ｆ-15戦闘機の次の戦闘

機として、今年1月から岩国基地に配備されて、航

空機騒音の苦情件数が格段に増えているとのこと

です。岩国市の航空機騒音の苦情の件数は昨年1年

間で1710件から今年度4月からの半年間で1538件、

年間にすれば3076件と1.8倍に増加しております。

岩国基地周辺での騒音測定値は最高で106デシベル

という大騒音が記録されています。100デシベルは、

電車が通るときのガードの下の音、110デシベルは

自動車の2ｍ前の警笛の音に相当するとのことです

ので、耐えられません。

Ｆ-35はこれまで聞いたことがないような爆音で、

名古屋市上空を飛ぶのです。本市は飛行計画に基

づく騒音測定を行い、市民の快適な生活を守る責

任があるのではないでしょうか。そこで、環境局

長に伺います。県営名古屋空港を利用して名古屋

市上空を飛行するＦ-35について、航空機騒音測定・

評価マニュアルに基づき、Ｆ-35の飛行計画・飛行

空域などの情報を把握して、騒音測定を行うべき

と考えますが、見解を伺います。
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県営名古屋空港の航空機による
騒音について

航空機騒音の調査結果（Ｌden）（単位：㏈）

①北区
六が池町

②守山区
守山二丁目

2014年度 61 57

2015年度 60 55

2016年度 60 57

環境基準
(用途区域)

57
(第1種住居地域)

57
(第1種住居地)



F-35は監視対象の主要な航空機には

該当しない（局長）

【環境局長】県営名古屋空港を離着陸する航空機

の騒音は、「市民の健康と安全を確保する環境の

保全に関する条例」 に基づき、空港周辺で毎年定

期的に騒音測定を行っています。測定は、国が定

める 航空機騒音測定・評価マニュアル」に基づき、

飛行場の運用状況や主要な航空機による飛行経路、

風向等の気象条件から測定地点や測定時期を定め

ることとなっており、名古屋市は北区と守山区内

の2地点で、冬季に２週間、定期監視を実施し、測

定結果を公表しています。

Ｆ-35について、名古屋空港では機体の組立後の

試験飛行であり、運航も不定期であることから主

要な航空機には該当しないと考えており、定期監

視における測定地点等を選定する際の対象として

いない。今後も引き続き、「航空機馬重音測定・

評価マニュアル」に基づき、Ｆ-35も含めた県営名

古屋空港の運用状況等をふまえて航空機騒音の監

視を行っていきたい。

自衛隊機の低空飛行訓練の情報を得て測定を。

年に1回、2か所では少ない

【くれまつ議員】Ｆ-35のこれまでにない爆音とは

異なり、自衛隊機の飛行訓練などに伴う騒音も市

内で発生しております。自衛隊の輸送機Ｃ-130Ｈ

が２機並んで低空で旋回飛行をしています。ゴー

という低い轟音で、会話ができないくらい、とて

もうるさいのです。航空自衛隊小牧基地が県営名

古屋空港に隣接しているわけですが、名古屋空港

全体の総発着回数は、国際線が中部国際空港に移

る前の年の2004年６万回であったのが、中部国際

空港が開港し県営名古屋空港になった翌年2006年

には３万回に減少。しかし、自衛隊機の発着回数

は、中部空港の開港前、2000年6180回が2015年に

12310回に２倍以上に増えました。県営名古屋空港

における航空機の騒音測定は、小牧市８か所、豊

山町２か所、春日井市４か所、名古屋市は２か所

で実施されております。名古屋市の航空機騒音の

測定は年に１回、北区と守山区の２か所で行われ

ています。今年１、２月の測定結果は、北区は60

デシベルで環境基準の57デシベルを超過し、守山

区は57デシベルで基準値ぎりぎりでした。低空飛

行訓練をしているＣ-130の騒音の苦情は空港から

はなれた緑区でも発生しており、騒音測定の場所

や回数の見直しが必要ではないでしょうか。自衛

隊機の飛行訓練による騒音を抑制していくために、

市が、自衛隊から低空飛行訓練の空域や計画の情

報を求めて、騒音を測定すべきと考えますが、環

境局長の見解を伺います。

低空飛行訓練は防衛上の機密事項なので

把握できない（局長）

【環境局長】航空機騒音の測定は飛行経路を把握

し、測定場所の確保に関係者との調整や必要な機

材の搬入等の事前準備が必要となります。しかし、

自衛隊機の低空飛行訓練は、防衛上の機密事項で

あり、訓練内容を把握することができず、飛行経

路が特定できない自衛隊機の騒音測定は因難です。

自衛隊機の低空飛行訓練を含む航空機騒音につい

ての苦情・相談が寄せられた場合は、空港管理者

である愛知県にその都度、苦情の内容を伝えると

ともに、運航事業者に対し必要な対応を行うよう

要請することを依頼しています。これまでに寄せ

られたＣ-130などの自衛隊機への苦情についても

同様の対応をしている。

航空機騒音の監視体制強化を（再質問）

【くれまつ議員】環境局長の答弁は納得がいきま

せん。

Ｆ-35は「運行が不定期だから定期監視における

測定地点を選定するための対象にならない」との

答弁でしたが、今後はＦ-35が本格配備されていく

と空港の利用が増えていくと予想されます。防衛

省は2014年12月に三菱重工南工場を機体の整備拠
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点にすることを明らかにし、アメリカ政府はアジ

ア太平洋地域におけるリージョナルデポ、すなわ

ち整備拠点にすることを決定しました。Ｆ-35の本

格配備される段階になると、部隊の運用や点検・

整備のため、県営名古屋空港に飛来する機数が増

加し、騒音被害が増えることが予想されます。そ

ういった状況になっていっても、現状通りの監視

測定体制でよいとお考えでしょうか。

今後Ｆ-35の離発着数の変化が見られれば、騒音

監視体制の見直しを検討するとの答弁は前向きな

大事な答弁でした。Ｆ-35の動きを積極的に情報収

取していただくように要望しておきます。

試験飛行なので対象になっていないが

必要に応じて見直す（局長）

【環境局長】Ｆ-35は機体組立後の試験飛行を不定

期に行っているもので頻度が少ないことから、現

時点では県営名古屋空港の騒音を測定するにあた

り、Ｆ-35は主要な航空機とは位置付けていない。

しかし、県営名古屋空港の連用状況は今後、変

化していくことがあり得ることから、Ｆ-35を含め

た自衛隊機に限らず、航空機の離着陸回数が大き

く増加するなど、定期監視の測定結果が現状より

も高くなっていくような場合は、「航空機騒音測

定・評価マニュアル」に基づき、適切な測定地点、

期間等となるよう本市の騒音監視体制の見直しに

ついて検討したい。

低空飛行訓練による騒音間題を

認識しているのか（再質問）

【くれまつ議員】自衛隊機の低空飛行訓練の騒音

測定についても、納得がいかない点について、局

長に再質問します。自衛隊機の低空飛行は、「防

衛上の機密事項で飛行経路が特定できないから騒

音測定ができない」との答弁ですが、それでいい

のでしょうか。自衛隊機の空港使用が増えている。

そして自衛隊機が市内上空を自由に低空飛行訓練

が増えていっている。自衛隊機の騒音の苦情件数

昨年は４件、今年は９月末までで２件です。「今

年の苦情はＣ-130が複数で飛んでいてうるさかっ

た」というものです。Ｃ-130と分かって苦情の電

話をかけられる方は、本当に騒音が耐えられない

のではないでしょうか。低空飛行訓練によって騒

音が発生していることについて、どのような認識

をお持ちでしょうか。

飛行経路や日時、機種等を聞き、空港管理者を

通じて運行事業者に対応を要請（局長）

【環境局長】離着陸以外の飛行による騒音として

は、Ｃ-130の低空飛行訓練やヘリコプターの緊急

飛行等の騒音による苦情や相談が寄せられており、

航空機による騒音が発生していることは認識して

います。そのための対応としては、苦情等を寄せ

られた方から飛行経路や日時、機種の特徴等を聞

き、空港管理者を通じて運行事業者の特定に努め、

環境に配慮した運行などの対応を要請している。

今後も引き続き、寄せられる苦情等には、その件

数の推移なども考慮して、適切な対応を取ってい

きます。

騒音の苦情発生に対して環境を守る

とりくみの強化を（意見）

【くれまつ議員】名古屋空港の離着陸以外の飛行

による騒音の中で自衛隊機Ｃ-130の低空飛行訓練

や緊急着陸等の騒音の苦情が本市に寄せられてい

ること、航空機の騒音が発生していることを環境

局として把握していると答弁いただきました。騒

音の苦情の対応も航空機や飛行経路、日時、機種

など詳細な聞き取りを行って航空機を特定し、環

境に配慮した運行を求めると対応についてご説明

いただきました。自衛隊機の低空飛行による騒音

の測定は課題があることはわかりましたが、騒音

の苦情発生に対して環境を守るとりくみを引き続

き行っていただくよう、要望しておきます。

今回は、県営名古屋空港の航空機による騒音に

ついて質問しました。

県営名古屋空港で今までにない爆音を放つＦ-

35が飛行し、今後Ｆ-35の利用が増えていくことに

なれば、騒音測定の見直しをおこなっていくとい

うことを表明していただきました。自衛隊機の空

港利用が増えて、低空飛行訓練の騒音が発生して

いることについても、市民の生活を守る立場で騒

音にどのように対応のとりくみも明らかにできま

した。Ｆ-35のかつてない爆音、Ｃ-130の低空飛行

による爆音から市民生活を守るために、名古屋市

が飛行計画や情報収集に努力して、低空飛行訓練

の騒音測定方法の研究・見直しなどを行っていた

だくことを要望しまして、質問を終わります。
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スクールランチ喫食率、市目標に達せず。理由

は「冷たいから」

【さいとう議員】中学1年の息子さんから、あるお

母さんは、こう言われたそうです。「2ヶ月、スクー

ルランチを食べたけど、おいしくないから早くお

弁当にしてほしい」と。私が聞いたある男子生徒

は「ラーメンの時には食べる」と言っており、あ

たたかい麺類やカレーはスクールランチの中でも

人気メニューになっています。

スクールランチの制度は、1993年度から7校で試

行が始まり、96年度から3年かけて民間調理場方式

により全校に導入されました。中学校のスクール

ランチの喫食率は、昨年度平均で58.7％となって

います。喫食率の目標は60％とのことですが、ほ

ぼ50％台で推移しており、目標に達しておりませ

ん。また、スクールランチは、ランチルームで食

べる場合と、ランチボックスを注文して教室で食

べる場合がありますが、それぞれの喫食率はラン

チルームで67.7％、ランチボックスでは54.2％と

なっており、喫食率にかなりの差があります。こ

の差は何が原因なのでしょうか。

毎年教育委員会が、実施している生徒アンケー

トでは、スクールランチが「おいしくない」と回

答した理由は、「冷たいから」が一番多くなって

います。

教室で食べるランチボックスでは、ご飯以外で

あたたかいのは、丼物やカレーの具など保温食器

で提供できるメニューだけです。ランチルームで

は、丼物やカレーの具などはあたため直して配膳

され、それに加えて、最初の男子生徒の声にあっ

た「ラーメン」などの麺類があたたかい状態で提

供されます。しかし、ランチボックスもランチルー

ムでも、こうしたもの以外の主菜は、あたたかく

はありません。

主菜が冷たいのは、共同調理場で大量調理され、

衛生上の観点から、10℃以下に冷やして運搬され

るためです。文科省が定める大量調理施設衛生管

理マニュアルによると、「調理後ただちに提供さ

れる食品以外の食品は、食中毒菌の増殖を抑制す

るために、10℃以下または65℃以上で管理するこ

とが必要である」とされているので、スクールラ

ンチのメニューで出される肉や魚の主菜も10 ℃以

下の状態に保たれ、各中学校に運ばれるのです。

例えば、主菜だけでも、10℃以下ではなく、保

温食缶に入れるなど65℃以上にして運び、冷たく
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個人質問（11月29日）

自校方式の給食めざし、スクールランチの抜本改善

を／図書館の差別化・再編をやめよ

さいとう愛子 議員

「温かい」スクールランチに抜本改
善を

ランチボックスの例

ランチルームでの昼食風景

ランチルームでの昼食例

調理場では配膳までも



ないものを提供し、生徒たちに、少しでもおいし

い給食を提供できないのでしょうか。

7人に1人の子どもが貧困状態におかれていると

いう現在の社会状況があり、さまざまな理由で食

生活が不十分な状況におかれている中学生も含め、

成長期にある中学生の体をつくっていくためにも、

栄養バランスのとれたスクールランチは、重要で

す。また、名古屋の中学生は、朝食を毎日食べて

登校する生徒が全国平均よりも少なく、中学2年生

で、男子4.8ポイント、女子2.9ポイントも下回っ

ています。朝食を食べていない生徒にとっては、

余計、学校で食べるスクールランチは大事ですし、

残してしまうようでは、栄養を十分取ることはで

きません。あたたかくておいしい昼のスクールラ

ンチが提供されてこそ喫食率も上がるのではない

でしょうか。

そこで、教育長にお聞きします。スクールラン

チについて、生徒たちがアンケートなどで答えて

いるように、主菜が「冷たい」という現状を改善

するために、65℃以上のあたたかい状態が保てる

保温食缶で運搬したり、配膳室であたためなおす

など、できないのでしょうか。

学校への運搬や配膳の必要上、

１０℃以下で提供（教育長）

【教育長】スクールランチでは、毎年、学校を抽

出して生徒に嗜好調査を実施し、2016年（平成28

年）度の調査では、「おいしくない」と回答した

生徒は、全体の約8％でした。「冷たい」ことを理

由としたのは、そのうち約4分の1です。

国の基準では、調理後直ちに提供される食品以

外は、食中毒の予防のために10℃以下または65℃

以上で管理する必要があるとされ、スクールラン

チは調理後、学校への運搬や学校での配膳が必要

なことから、主菜を含めたおかずについて10℃以

下での管理を原則としている。

カレーや丼物の具などは、保温できる容器を利

用して65℃以上の状態で運搬し、学校で温め直し

て提供しており、米飯も温かいまま保温コンテナ

で運搬し提供しています。

少しでも温かい献立が提供できるよう努めてい

るが、安全で、栄養バランスのとれた献立を提供

することが重要と考えています。

政令市で自校、親子調理場方式の導入広がる。

名古屋も検討すべきでは

【さいとう議員】名古屋では、中学校スクールラ

ンチが実施されて約20年たちました。名古屋のス

クールランチは、「選択制メニュー、ランチルー

ム、弁当併用」の3条件で、民間調理場方式で行わ

れています。

他の政令市では、どうでしょうか。現在試行中

で、今年度中に本格実施することが決まっている

川崎市を含めると、現在、横浜市以外の19政令市

で、中学校給食が実施されています。そのいずれ

も、パン又はご飯、麺類などの主食とおかず、及

び牛乳である給食を提供する、完全給食ですが、

提供する方式は、政令市によってさまざまです。

小学校と同様の全員喫食の方式で行われていても、

調理場が共同か単独か、調理が直営か委託か、な

どさまざまです。また、家庭弁当と業者委託弁当

との併用などの給食が実施されているところもあ

ります。

政令市で19番目の実施となった川崎市は、今年

1月から、まず4校で自校調理場方式が始まり、他

の48校は、年度内に共同調理場方式で実施されま

す。20年来の中学校給食の実現を求める市民の運

動が実り、ようやくスタートしたとのことです。

わが党の川崎市議団の調査では、共同調理場方式

で実施される48校のうち、10数校では自校調理場

方式が可能という調査結果もあるので、今後、よ

り改善される可能性もあります。

業者委託弁当だった大阪市は、2015年度から20
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年度までの6年間で、「学校調理方式」に移行する

とのことです。この方法は、「自校調理方式」と

「小中親子調理方式」を合わせたものです。「小

中親子調理方式」は、小学校の調理場での余力を

いかし、中学校分の給食も調理して運搬する方法

であり、「1小学校から1中学校へ」の場合、「2小

学校から1中学校へ」の場合もあります。

札幌市と北九州市の大半の中学校では、この

「親子調理場方式」が行われています。

文科省が定めている学校給食実施基準では、

「学校給食は、これを実施する学校においては、

当該学校に在学するすべての児童又は生徒に対し

て実施されるもの」とされ、本来、学校給食は、

在校生すべてに提供する全員喫食が基準とされて

います。食育指導、栄養教諭の配置、適温提供、

衛生管理など考えると、小学校のような自校調理

場方式が望ましいと考えますが、調理室や配膳室

の整備、初期投資など、ハードルも高いのが現状

です。

名古屋市の中学校のうち、8つの中学校は、1つ

の小学校から1つの中学校に進学するので、「親子

調理」の給食方式がとれる可能性があります。し

かし、スクールランチは、「選択制メニュー、ラ

ンチルーム、弁当併用」の3つの特色があるので、

方式を変えるのであれば、生徒や保護者、学校関

係者の合意が必要です。

そこで教育長にお聞きします。名古屋市におい

ても、スクールランチの改善は行われてきました

が、生徒や保護者、学校関係者の意見を聞きなが

ら、「自校調理場方式」や「親子調理場方式」な

ど、抜本的検討を始める時ではありませんか。

現行方式は一定の評価を得ている（教育長）

【教育長】スクールランチの導入にあたり、1990

年（平成2年）に生徒、保護者、一般市民などを対

象とした1万人アンケートを実施し、その結果を踏

まえて検討を行い、現在の方式を採用した。

毎年実施している生徒や保護者へのアンケート

調査でも、現在の方式を望む声が多く、スクール

ランチの特色である「栄養バランスの取れた複数

メニューから選択できること」「楽しく食べれる

ランチルームが整備されていること」「家庭や生

徒の希望に応じて弁当の持参も可能であること」

などに一定の評価をいただいている。

今後も、安全で栄養バランスのとれた中学校給

食の提供に努めたい。

生徒や保護者らの声を直接聞き、抜本的改善を

（意見）

【さいとう議員】現状の改善と実施方式の抜本的

な検討を求めましたが、現状維持という回答で、

現在の中学校のスクールランチ方式に対し、「一

定の評価」はあると認識しておられます。

しかし、喫食率は50％台から上がらず、学年を

追うごとに下がっているように、現状で良い、と

は思えません。先ほどの2016年度の生徒の嗜好調

査によれば、ランチルームで「主菜を全部食べた」

と答えた生徒が7割近くで、ランチボックスでは

6割に届かず、前年度も同様でした。主菜を残して

いる生徒が3割から4割もいるのです。

試食会に参加した保護者はスクールランチの運

営方法について、61.2％が「現状の運営方法で良

い」と答えたものの、「小学校のような給食に」

と30％が回答し、少なからぬ保護者が、全員喫食

の自校調理方式を求めています。

現状に満足するのではなく、あたたかい主菜の

提供で、スクールランチそのものをおいしくする

工夫とともに、生徒、保護者の声、栄養士などの

専門家の意見を直接聞く場を設け、自校調理場方

式、親子調理場方式など、新たな中学校スクール

ランチづくり、実施方式の抜本的な検討をしてい

ただけるよう強く要望して、この件は終わります。

星ヶ丘駅周辺は新図書館（Ａタイプ）

の設置候補地か

【さいとう議員】「なごやアクティブ・ライブラ

リー構想（案）」のパブリックコメントが、先般8

月25日に終了しました。419人の方からのべ814件

もの意見が寄せられ、今、意見に対する教育委員

会の回答を公表する前の段階です。当初の予定で

はパブリックコメントを受けて、10月にも「構想

（案）」を策定するとしていましたが、予定が見

通せない状況と聞いています。

「なごやアクティブ・ライブラリー構想（案）」
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想（案）は撤回せよ



は、名古屋市の鶴舞中央図書館を除く20の図書館

を「5つのブロックに分け、各図書館をABCタイプ

にして機能差を設ける」という構想です。それで

は、「構想（案）」で第1ブロックとされたところ

の図書館について聞きます。

第1ブロックは、東と志段味の図書館を除いて、

千種築48年、守山築44 年、名東築40年、と3館は

いずれも築40年以上であり、ここから構想を進め

ていくと明記されています。「構想（案）」では、

Aタイプ図書館をつくり、ここには15万冊の図書を

集め、司書を集約して専門的サービス、基礎的サー

ビスを行うモデル館をまずつくるとしています。

そこで、お聞きします。「構想（案）」では、

「地域サービス館Aタイプ図書館を千種区内に置く」

とされていますが、その設置予定場所について、

教育子ども委員会の所管事務調査の時には、具体

的に「星が丘」との答弁がありましたので、地下

鉄星が丘駅周辺を選択肢の一つとしてお考えです

か。

星ヶ丘駅周辺は候補地の一つ（教育長）

【教育長】星ヶ丘駅周辺は大学等が集まる文教地

区であり、地下鉄利用者も多く、にぎわいのある

商業施設もあることから、Ａタイプのモデル館を

設置する候補地の一つとして考えています。

現在の千種図書館はどうするのか

【さいとう議員】現在の千種図書館についてです

が、「構想（案）」では「耐震性を満たしておら

ず、施設整備の検討を早急に進めます」とされて

います。また、地下鉄池下駅前にある千種区役所

の建て替えにあわせ、合築移転という構想もある・・・

とも聞いています。千種図書館は、最も古く、早

急に施設整備の検討を行うということですが、整

備についてはどのようにお考えでしょうか？

建て替えが必要。

「構想」策定後に検討する（教育長）

【教育長】現在の千種図書館は、耐震性を満たし

ておらず、建築後49年が経過しており、老朽化が

進んでいること、バリアフリーでないことから、

建て替えが必要であると認識し、「構想」策定後、

早急に施設整備の方向性の検討を進めたいと考え

ています。

名東・守山両図書館はどうなるのか。

廃止・売却の可能性は？

【さいとう議員】もし仮に、星が丘駅周辺にAタイ

プ図書館を新設、千種図書館も千種区内に移転す

るとなると、「第１ブロック」内の図書館数は、

１つ増えることになります。その場合、守山と名

東の各図書館についてはどのようになるのでしょ

うか？

「構想（案）」では、「守山・名東図書館につ

いては改修の時期を捉え、図書館機能の在り方を

検証しながら施設の複合化や民間施設の借り上げ、

売却などによる保有資産の適正化を見据えた整備

手法を検討します」とされています。このように、

「構想（案）」では、「保有資産量の適正化」の

名のもとに、図書館施設縮小のための手法の1つと

して「売却」も例示されています。

そこで伺います。名東図書館あるいは守山図書

館を廃止し、施設や用地を売却することもありう

るということでしょうか。それとも、2つの図書館

は存続させ、「第1ブロック」では 図書館の数と

しては、1つ増やすということでしょうか。
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再配置後「余剰」が生じれば、売却など「有効活

用」を図る（教育長）

【教育長】第１ブロックは老朽化が進んでいる施

設が多いことから、優先して整備を進める。守山

図書館および名東図書館も利用状況などの分析や

外部有識者などの意見を聴取しながら、ブロック

内全体の図書館機能の再配置の中で検討する。図

書館サービス網の再構築を進めた結果、現在の資

産の全部または一部に余剰が生じた場合には、売

却などによる有効活用を図る。

両図書館の廃止は断じて認められない。

名東図書館の現在の利用状況は（再質問）

【さいとう議員】星が丘駅周辺に、Aタイプ図書館

を新設、千種図書館は、建替えが必要で、「早急

に施設整備の方向を検討する」ということですか

ら、どことはお答えになりませんでしたが、千種

区内に移転するということなので、第１ブロック

は、１つ図書館が増えます。

ところが、守山図書館と名東図書館については、

「利用状況等の分析や外部有識者などの意見を聴

取しながら、ブロック内全体の図書館機能の再配

置の中で検討」するということで、存続させると

は明言されませんでした。それどころか、「余剰

が生じた場合は、売却などによる有効活用」とお

答えになり、「売却」は断じて認めるわけにはい

きません。

検討する際には、利用状況も分析するとの答弁

でしたので、現在の名東図書館の利用状況につい

て、教育長にお伺いします。入館者数、および貸

し出し冊数について、名東図書館は市内に20館あ

る図書館の中でそれぞれ高い方から何番目ですか。

貸出冊数は名東図書館が２番目（教育長）

【教育長】2016年（平成28年）度の実績では、名

東図書館の年間の入館者数は、329,962人で、鶴舞

中央図書館を除いた分館20館中では8番目、貸出冊

数は、701,214冊で、20館中2番目です。

名東図書館の利用がトップクラスの要因は

（再質問）

【さいとう議員】名東図書館は、お答えいただい

たように入館者数も貸し出し冊数も、市内の図書

館の中でトップクラスです。本当によく利用され

ている図書館です。

そこで、教育長に伺いますが、名東図書館の利

用状況が他の図書館と比べて高いのはどうしてだ

とお考えですか。

親子連れや中高校生、40・50代の貸出が多

い（教育長）

【教育長】名東図書館は、乳幼児の子どもさんを

持つ親子連れの利用のほか、中学生、高校生と40

から50歳代の貸出冊数が多いという特徴がありま

す。入館者数に比べ、貸出冊数が多いのは、名東

図書館の蔵書のみならず、他の図書館の蔵書を取

り寄せるなど、幅広く本を借りる利用者が多いと

考えますが、詳細は、今後第１ブロックの利用動

向を調査する中で分析したい。

星が丘駅周辺への図書館設置の要望はあるの

か（再質問）

【さいとう議員】名東図

書館は、親子連れや学生

さん、40代・50代の方々

の利用が多いこと、他の

図書館の蔵書なども取り

寄せ、幅広く本を借りて

いらっしゃるとお答えい

ただきました。たいへん

うれしいです。

私の地元の名東図書館

がこのようによく利用されているのは、名東区民

が切望し、区民の要望を取り入れてつくられた、

地域に根付いた図書館だからです。

名東図書館は、41年前名東区が千種区から分区

した時にできた図書館であり、分区前から、名東

区にも図書館をつくってほしいと区民のみなさん

の知恵を集めて建てた大事なわが町の図書館です。

現在のように子どもと一緒にあちこち出かける場

所もなかったころ、当時の子育て中のお母さんた

ちの声を聞いて、たくさんの本の中から親子でいっ

しょに絵本が選べる楽しい場所になるようにして

ほしい、子どもたちがゆっくりと寝ころんで本が

読めるようなコーナーをつくってほしい、という

要望を取り入れて図書館がつくられました。少し

堅苦しい図書館のイメージを打ち破ったと、開館
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したときは全国から見学者が相次いだそうです。

それでは、今構想しているＡタイプ図書館はど

うでしょうか。

いま、名東区民や市民から、星ヶ丘周辺にＡタ

イプの図書館をつくってほしい要望はありますか。

（一般論として）便利な場所への設置要望は多

い（教育長）

【教育長】市民ニーズ調査やパブリックコメント

において、便利な場所での本の貸出・返却の要望

が多かったことから、Ａタイプの図書館の設置場

所は交通結節点など人が集まる場所に設置する必

要があると考える。このため、地下鉄、バスの利

用者も多く、にぎわいのある商業施設もある星ヶ

丘駅周辺を候補地の一つとして考えます。

区民要望を踏まえ、名東・守山両図書館の整備

こそすすめるべき（再質問）

【さいとう議員】一般論として、便利な場所につ

くってほしいという要望はあると思います。しか

し、星が丘に、新しい図書館を設置してほしい、

という要望はパブコメの中に一つもありません。

図書館というのは、行政が上から市民に与えるも

のではなく、ましてや、市の財政状況を理由にし

て、歴史をつくってきた、地元で大事にされてき

た図書館を、廃止、あるいは縮小するようなこと

はあってはなりません。

ちょっと交通の便は悪いけど、入館者数も貸し

出し冊数も多く、本当によく利用されている名東

図書館をなくすというのでしょうか？

名東図書館、もちろん守山図書館もですが、将

来の施設整備の方向を、外部有識者の意見を聞い

て決めるのではなくで、何よりも区民の意見を聞

いて決めるべきではありませんか。

区民や市民が求めていない「星ヶ丘周辺にＡタ

イプ図書館を設置する」という構想は撤回して、

名東および守山図書館の施設整備については、区

民の意見・要望を聞いて検討することを求めます

が、いかがでしょうか。

「構想」策定後、図書館再配置を検討する際に

市民意見を聞く（教育長）

【教育長】第１ブロックは老朽化している施設が

多いことから、優先して整備を進めていきたい。

「構想」策定後、ブロック内全体の図書館機能

の再配置を検討する際には、市民アンケートやワー

クショップを実施するなど、市民の意見の把握に

努めてまいります。

「構想（案）」は撤回し、区民の意見・要望を踏ま

えよ（意見）

【さいとう議員】「構想」策定後に市民の意見や

ワークショップを開くと言われました。わが市議

団は、「アクティブ・ライブラリー構想（案）」

のパブリックコメントに寄せられた意見をすべて

いただき、私も意見に目を通しましたが、「構想

（案）」に批判的な意見が多くありました。市民

に支持されない「構想（案）」は撤回し、各区に

１館、そして支所管内に１館ずつある図書館の将

来のあり方は、区民の意見・要望を踏まえて決め

るという姿勢に立っていただきたいと強く要望し

て質問を終わります。
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高齢者にとっても大切な、はとり幼稚園の廃止は

撒回すべきだ

【江上議員】第1に少子高齢化、人口減少を理由に

した市民施設の廃止・縮小について質問します。

具体例として、中川区にあります、はとり幼稚園

の廃園計画についてお聞きします。

はとり幼稚園の廃園は、保護者の思いに反して

おります。廃園という市の方針が示されても今秋

の募集で、はとり幼稚園では、25名の募集に対し

17名の入園希望がありました。住民のみなさんは

必要性があると示しています。保護者の皆さんの

思いはどこでしょうか。昨年8月発表した「名古屋

市立幼稚園の今後のあり方に関する基本方針」に

保護者アンケートの結果があります。

市立幼稚園児保護者の子どもが通っている園を

選んだ理由の第1位は、「利用料や授業料が安いか

ら」が65.9％です。2位が、「教育内容や教育方針

が気に入ったから」で55.4％です。

教育施設というだけでなく保護者にとっては、

最高でも月8200円という授業料は魅力になってい

ます。保育園に子どもを通わせたと場合、月2万円

も3万円も負担しなければなりません。朝9時から

午後2時と短い条件ではありますが、親が働くこと

ができる一つの方法であります。さらに預かり保

育で、午後2時から5時まで別枠の負担はあります

が預けることもできます。

教育施設、子育て施設であるとともに、働き方

の一つを認める、人口減少を止めるためにも大切

な施設であるという面を幼稚園は持っているとい

うことです。

また、地域での説明会では、高齢者の方、地域

役員も存続を求めて発言していました。高齢者の

方が、花壇づくりで幼稚園に訪れ、子どもたちと

遊ぶ。子どもたちにとってもおじいちゃん、おば

あちゃんと接することができる地域の施設です。

高齢者社会にとっても大切な施設であることがわ

かりました。

そして、地域にとっても大切な施設です。先ほ

どのアンケートで、「今後の市立幼稚園の数につ

いて、これ以上減らさない」に〇を打った方が65.

2％、保護者にみえるわけです。そこで質問をいた

します。

少子化対策、高齢者にとっても大切なはとり幼

稚園の廃止は撤回すべきではありませんか。
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安心して結婚、子育てができる魅力ある名古屋市に

江上博之 議員

少子高齢化、人口減少社会を理由に
した市民施設の廃止・縮小について



「幼児人口の減少や保育ニーズの高まりで幼稚

園定員に余剰が見込まれる」（教育長）

【教育長】本年8月に「名古屋市立幼稚園の今後の

あり方に関する実施計画」を策定し、この計画の

中で、今後の幼児人口の減少や保育ニーズの高ま

りにより市内の幼稚園定員に大きな余剰が見込ま

れることから、市立幼稚園23園のうち3園を閉園す

るとした。3園の周辺には複数の幼稚園があり、未

就園児の入園への影響はない。

市立幼稚園の再編を行う一方で、

幼児教育を取り巻く現状

や課題に対応し、市全体

の幼児教育の充実を図っ

ていくための取り組みを

推進する。一例として、

預かり保育の拡充を検討

するなど、市立幼稚園の

今後の取り組みは、本市

の少子化への対応にも寄与

するものと考えている。

はとり幼稚園の預かり保育も廃止。少子化

対策に逆行する

【江上議員】はとり幼稚園を廃園する理由は、幼

児人口や保育ニーズの高まりなどを理由にしてい

ます。その一方で、預かり保育を拡充して少子化

への対応をすると答弁しています。はとり幼稚園

で実施している預かり保育が廃止されることは少

子化対策に逆行するのではありませんか。

「市全体で充実を図る」（教育長）

【教育長】預かり保育の拡充などのとりくみをす

すめることで、市立幼稚園全体として少子化への

対応に寄与するものです。

地域住民は廃止を求めていない

【江上議員】少子化対策の預かり保育を行ってい

るはとり幼稚園。働き方の一つを実現してきた幼

稚園を廃園することは認められません。

「幼児人口減少や保育ニーズ」を理由にしてい

ますが、この地域で保育ニーズから幼稚園は廃止

してもいいという声があるのでしょうか。保育ニー

ズについて、この地域でどんな声があるか聞いた

のでしょうか。この地域では、幼稚園が子育て支

援施設であり、保護者にとって必要な施設である

ということを聞いたのでしょうか。

「幼児教育の充実」と言いますが、184万人など

人口減少を前提としての施策ではありませんか。

少子化を克服することが第一である現状を踏まえ

て、幼稚園の廃園撤回を求めているわけです。保

護者の方、地域の方とともに考える場があっても

いいのではないか。やはり手続きがとにかく間違っ

ている。そのように思います。

幼稚園をこんな風にしてほしい、こういう要望

を聞くことも必要です。

廃園の説明だけでなく、今後の展望も含めて聞

く。6月議会で私質問いたしました。突然の廃園計

画は市民を無視するものだ、と質問いたしました

が、市長も「丁寧な説明や相談が必要だ」と回答

されております。その点からも、地域の声をさら

に聴くことが必要ですが、その姿勢で臨んでいか

れるのかお聞きします。

引き続き丁寧に説明する（教育長）

【教育長】名古屋市立幼稚園の一定の再編を行っ

ていく。今後も、はとり幼稚園など対象となる保

護者や関係者には引き続き丁寧に説明し、理解を

いただけるよう努める。

地域の実情を無視した廃園は許せない。撤回を

求める

【江上議員】はとり幼稚園が無くなっても他に幼

稚園があるからと、具体的に市立幼稚園が他にも

名古屋市政資料№197 (2017年11月定例会）

- 18 -



あるからと言われますが、その幼稚園は国道３０

２号という大変広い道路、国道を超えなくちゃい

けない。そんな地域を無視したような廃園は許せ

ません。はとり幼稚園を廃園する理由は改めてあ

りませんし、廃園撤回を求めてまいります。

少子高齢化・人口減少だから教育施設を縮小・

廃止するのか

【江上議員】このところ、少子高齢化や人口減少

社会を理由にして、市民サービスが改悪されてい

ます。教育委員会だけ見ても、市立幼稚園、市立

高校などの廃止、図書館でのアクティブ・ライブ

ラリー構想など図書館行政の縮小を見ると、少子

高齢化・人口減少社会によって、財政的にも厳し

くなるから見直しが必要だという姿勢を示してい

ます。

例えば、｢名古屋市立幼稚園の今後のあり方に関

する実施計画｣では、「幼稚園の就園対象年齢であ

る本市の３～５歳人口は、少子高齢化などを背景

に減少傾向にあ」ると言っております。

｢魅力ある市立高等学校づくり推進基本計画｣(第

2次)案」では、「昭和63年をピークに市内中学校

の卒業生徒数は大幅に減少してきており」見直し

が必要といいます。

図書館の縮小をうたう｢なごやアクティブ・ライ

ブラリー構想(案)｣では、「人口減少社会の到来、

少子化・高齢化の進行による人口構造の変化など

に伴う社会的ニーズの変化や厳しい財政状況のも

と」と現状分析しています。そこで質問します。

少子高齢化、人口減少だから、施設の廃止・縮小

が必要と考えているのでしょうか。

「様々な要因に基づき対応している」（教育長）

【教育長】市立高等学校の再編は、将来的な生徒

数の減少に加え、次期学習指導要領の改訂や学科

における生徒ニーズなどから総合的に検討してい

る。

図書館は、現在の利用状況や市民ニーズを踏ま

え、誰もが気軽に利用しやすいサービス綱の再構

築を検討している。

各施設に共通する課題として、限られた予算で、

計画的に老朽化対策を進める必要があり、市民ニー

ズや社会状況の変化をふまえ、施設の再編にも取

り組まなければならない。

教育委員会としては、人口減少のみではなく様々

な要因に基づき、ソフト・ハード両面において望

ましい教育環境を将来にわたって確保していける

よう対応している。

人口を維持する戦略があるのに、人口減少を理

由に市民施設を廃止・縮小するのは矛盾する

【江上議員】名古屋市が行ったアンケートから、

｢未婚化・晩婚化の理由や理想の子ども数を持てな

い理由として経済的に余裕がないことが多く上げ

られており、本市の低出生率を改善するためには、

子育て施策の充実に加え、若い世代の経済的な安

定を図ることが重要な課題｣(戦略ｐ62)となってい

ることを示しております。

名古屋市は、『名古屋市まち・ひと・しごと創

生総合戦略』で、本市人口の将来展望「本市の若

い世代の結婚・出産に関する希望が実現し、東京

圏への転出超過が解消され、人口減少に歯止めが

かかると、2060年に228万人程度の人口が確保され

る。」という目標を持っています。人口減少社会

に抗して施策を打ち、現状の人口を維持するとい

う目標を名古屋市は持っているわけです。

2060年に、現在の人口とほとんど変わらない人

口を維持する戦略を持っていながら、その方針に

反して「少子高齢化、人口減少を理由にして市民

施設を廃止・縮小する」、こういうことは矛盾し

た施策ではありませんか。

なぜ、創生総合戦略を

打ち出しておきながら、

このような矛盾した施策

が行われているのか。こ

のことに対して、総合戦

略の所管である総務局長

はどのような見解をお持

ちか回答を求めます。

「現在と同水準の人口推計もあるが、人口構造

の変化に対応する必要がある」（総務局長）

【総務局長】平成28年3月に策定した「名古屋市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」では、出生率や
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社会移動が現状程度で推移すると仮定した場合、

平成72 年の本市の人口は184万人程度になると推

計。また、将来にわたって人口が増減しない水準

まで出生率が段階的に向上した上で、東京圏への

転出超過が解消されると仮定した場合には、平成

72年の本市の人口は228万人程度と現在と同水準を

維持できると推計しています。

現在、本市の人口は、転入者が転出者を上回る

社会増により増加してますが、将来的には人口構

造が大きく変化するものと見込んでおります。

こうした少子化・高齢化の進行による児童・生

徒数の減少や後期高齢者の大幅な増加などの人口

構造の変化に対応するため、各施設も将来需要の

適切な見通しのもと、施設機能を確保していく必

要がある。

出生率減少への効果ある施策を打てなかった

市に責任がある。市民施設の削減は市民への責

任転嫁だ

【江上議員】創生総合戦略での2060年に228万人口

目標実現について質問します。

｢少子高齢化｣｢人口減少｣という事態が、現在の

施策のままでは、2060年に現在より2割減、184万

人となる推計があることは事実です。名古屋市は、

これに対して、2060年に228万人を確保するとして

いますが、どのような施策で進めるのか明らでな

ければ、施設の廃止や縮小という問題がでてまい

ります。

どうしたら、2割減少に歯止めをかけるのか。そ

のためには、184万人となる原因を明らかにする必

要があります。まず、その作業を行う責任はどこ

にあるのかについて、質問をいたします。

名古屋市の合計特殊出生率。つまり、女性が一

生のうちに何人のお子さんを産むかという数字は、

名古屋市において1975年に、2.0から1.8に落ちて

以来42年間1．8を上回ったことがありません。当

然40年前から今の事態は予測できたのではないで

しょうか。その事態に対する効果ある施策を打っ

てこなかった名古屋市に責任があることは明らか

で、そのつけを市民施設の廃止・縮小など市民に

押し付けることは無責任であります。そのような

認識をお持ちですか。

「子育てなど必要な施策にとりくんできた」（総務

局長）

【総務局長】本市の合計特殊出生率は、昭和50年

に1.81になって以降、平成17年には最少の1.21と

なり、それから上昇傾向に転じ平成28年には1.

44となるなど、2万人程度の出生数を維持していま

す。総合計画などの策定の際には、人口や世帯数

の見通しについて推計を行うなど、名古屋の将来

のまちの姿を展望し、「子ども」や「子育て」を

始めとした必要な施策に取り組んできました。

効果ある人口対策として、若い未婚者や既婚者

の希望をかなえる施策が必要だ

【江上議員】では、結果的に、効果ある施策を打

てなかったのはなぜか。名古屋市人口の将来展望

を2060年に228万人程度という目標を持っているこ

とを示しましたが、ここでの歯止め策が出てくる

原因を明らかにすることで、施策が出てくるので

はないでしょうか。

第１に、「若い世代の結婚」に関する希望をど

う実現するのか。第２に、「出産に関する希望」

をどう実現するのか。第３に、「東京圏への転出

超過をどう解消するのか」を明らかにすることで

はないでしょうか。名古屋市の発表や、厚生労働

省の2015年版『厚生労働白書』を参考にしてみま

す。

第１です。男女のパートナーを持つこと、具体

的には結婚についてみますと、未婚の人で「いず

れ結婚するつもり」が87％あるにもかかわらず、

結婚しないのは、「経済的に余裕がないから」が

多くなっています。

「契約社員や派遣社員など非正規雇用の被雇用

者の比率は、平成24年では被雇用者全体の4割弱を

占め」ていると市の調査にあります。非正規労働

者の年間収入は、男性で200万円未満が5割もいま
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す。そして、30代前半の男性では正規雇用労働者

の60.1％に配偶者がいるのに対し、非正規雇用労

働者では配偶者のいる割合が27.1％と半分以下に

なっています。非正規労働者であることが結婚を

ためらう大きな理由になっています。

「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略

（案）」に対する市民意見でも「妊娠からの支援

では、未婚者が増加する中では無力。長時間労働、

不安定雇用、低所得では結婚できないではないか」

という意見が寄せられています。

非正規労働者が増えているのが大きな原因であ

り、長時間労働で低所得であることが男女の結び

つきを減らしているのが大きな原因であり、その

改善こそ必要です。

ところが今名古屋市は、民間委託や、指定管理

者制度によって、運営費を引き下げ、結果的に人

件費削減で、非正規労働者、低賃金労働者をつく

り、ここでも少子化対策と矛盾する施策を進めて

いるのではありませんか。そこで質問をいたしま

す。

１点目に、正規労働者を増やし、非正規労働者、

低賃金労働者をつくらないようにすることが施策

としてなければ、人口減少を止めることはできな

いのではないかと考えますが、総合戦略には、そ

の点での具体的な施策がないのではありませんか。

２点目に、逆に施策がないどころか、民間委託

や、指定管理制度によって、事実上非正規低所得

労働者を作っているのではありませんか。

３点目に、少なくとも、民間委託や指定管理に

あたって、正規労働者を雇うとか、雇用の安定を

求める契約条件を付ける必要があるのではないで

すか。答弁を求めます。

第２に、家庭を持ったとして出産に関する状況

では、理想とする子どもの人数2.24人でありなが

ら、理想の数より少ない理由は、名古屋市のアン

ケート調査では、やはり、「経済的に余裕がない

から」「子育ての身体的・精神的な負担が大きい

から」、具体的には、教育費や子育てに費用や精

神的負担が大きいとことです。そこで質問します。

子育て世帯への手当の増額、待機児童の解消など

保育園や幼稚園の充実、学校給食の無償化など子

育てや教育費の負担軽減、悩み相談窓口の充実な

どがもっともっと必要ではないでしょうか。子育

て、教育、雇用など総合的な施策が必要と考えま

すが見解を求めます。

「次世代産業の育成などで雇用創出を図ってき

た」（総務局長）

【総務局長】「名古屋市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」では、「しごと」を創出し、「しごと」

が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び

込む好循環の確立による雇用全体の拡大を図るた

め、取り組みを進めている。

具体的には、「成長力を確保」するため、次世

代産業の育成や交流人口増加の取り組みによって

雇用創出や就労機会の確保を図るとともに、「人

口減少問題を克服」するため、安心して子どもを

生み育てることができる環境づくりや、若者が活

躍できる環境づくりに取り組んできた。

民間委託や指定管理者制度は、民間の能力を活

用しつつ、市民サービスの維持、向上や経費の節

減等を図るために導入している。指定管理者の選

定では、労働契約法をはじめとした労働関係法等

の法令順守を義務付け、業務に従事する者の職種、

人数、職務内容等を定めており、また、業務委託

契約でも、 法令順守を前提として適切な契約を行っ

ている。

民間でできることは民間に任せることを基本と

して、引き続き法令順守のもと、適切に行ってま

いりたいと考えております。

東京一極集中を止めるため、若者への家貨補

助など総合的な施策必要だ

【江上議員】社会動態で、東京圏への転出超過を

どう解消するか。そのためには東京圏への一極集

中をいかに止めるかではないでしょうか。リニア
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建設が東京一極集中を進める問題で国に意見を言

うとともに、名古屋の魅力をもっと打ち出すこと

です。「大都市でありながら住みやすい」という

のが名古屋の売りです。若者への家賃補助、名古

屋市内の中小企業に就職したら、奨学金の返済に

ついて助成するなど若者、雇用施策の充実など必

要です。

そこで質問します。市としては、東京一極集中

を止め、今あげたような魅力ある名古屋を総合的

に打ち出すことが必要ではないでしょうか。総務

局長の見解を求めます。

「産業競争力の強化や国交付金の活用で雇用

創出、就労環境整備をすすめる」（総務局長）

【総務局長】転入者が転出者を上回る社会増を背

景に人口は增加している状況ですが、地域別では

関東に対してのみ転出超過となっています。

平成27年の「転入出に関するインターネットア

ンケート」では、本市から東京圏への転出理由の

約7割は就職や転職、転勤といった「仕事の都合」

であり、そのうちの約5割が辞令などの「会社都合」、

約2割が「就きたい職種、入りたい会社があったか

ら」という理由でした。

世界レベルの産業技術の集積による強い経済力

の向上や、広域交通ネットワークの結節点として

の特性を活かした産業競争力の強化を図るととも

に、国の地方創生推進交付金も活用しながら、展

用創出や就労環境の整備などの取り組みを推進し

ています。

人口減少間題の克服は、国全体の課題であり、

短期間で出生率が改善しても出生数は容易には増

加せず、人口減少に歯止めがかかるまでに長期間

を要するので、全庁を挙げ、地方創生の取り組み

を持続的に実施し、着実な推進を図っていくこと

が重要である。

「結婚したい87％」「理想の子どもは2.24人」。

市民の希望を叶えるために目標を示すべきだ

【江上議員】名古屋市の総合計画2018を推進する

「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

見ますと、第1章で策定の考え方、第2章が人口ビ

ジョンで、今のままでの施策では184万人口となり、

その課題整理をしています。それに基づいて今の

答弁が出ております。このなかに同じような文言

が出てまいります。

その答弁のあとに、シ

ミュレーションで「本市

人口の将来展望で、228万

人が確保される」と記述

し、そして、第3章で総合

戦略を示しています。今

のままではいけないから、

施策を施して228万人を実

現するという数字が出て

くる論建てとしか見えません。

228万人がただの推計と逃げてはいけません。未

婚の人でも「いずれ結婚するつもり」が87％、理

想とする子どもの人数2.24人という数字を示しま

した。この希望を叶えるのが行政の役割です。そ

の役割を果たすには、目標数字が必要です。228万

人というのは、国の2060年1億人人口に沿って出て

きた数字と考えられます。市民生活を守り、市民

の希望に沿った目標を示すのが名古屋市の計画で

す。この目標数字を示すことが施策を進めるため

にも必要になってまいります。そのような認識は

ないのですか。総務局長に聞きます。

「人口維持は大変ハードルが高い。結婚や出産

は個人の意思が尊重されるべき」（総務局長）

【総務局長】人口動向は自然増減と社会増減によ

る結果です。また、人口の増減に与える結婚や出

産、居住地の選択は、あくまでも個人の自由な決

定にもとづくもので、個人の意思が尊重されるべ

きものと認識しています。

「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

に具体的な人口目標は掲げていませんが、現状の

出生率や社会移動の改善に向けた対応は必要であ

ると考えており、子どもを産み育てたいという市

民の方の希望がかなうとともに、名古屋大都市圏

の中心都市として住み、働き、学ぶ場所として選

ばれるまちとなるよう、とりくみを推進します。

228万人の人口推計は、現在の合計特殊出生率が

1.44であり、東京圏への転出超過が約3600人であ

ることを踏まえると、大変ハードルが高いものと

認識している。

目標がなければ施策もあいまいになる

【江上議員】論建てまでは行っても目標とする腹
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がないから、施策もあいまいになるのではありま

せんか。少子高齢化で人口減少社会となると、働

き手が減り市の財政が厳しくなり、名古屋市の役

割である「住民福祉の増進」を維持発展できなく

なるから施策を進めるのではありませんか。それ

では、名古屋市の2060年における人口目標は何人

ですか。

「具体的な人口目標は掲げていないが、改善に

向けた対応は必要」（総務局長）

【総務局長】結婚や出産、居住地の選択は個人の

意思が尊重されるべきものと認識しています。市

としての具体的な人口目標は掲げていないが、現

状の出生率や社会移動の改善に向けた対応は必要

と考えていますので、引き続き取り組んみたい。

若者の希望を叶えるために、228万人の目標

をもって対策をすすめる必要がある

【江上議員】「具体的な人口目標は掲げて」いな

いと答弁されました。いったい何のために、2060

年に228万人人口を掲げたのでしょうか。「大変ハー

ドルが高い」から目標とするには躊躇するならと

んでもないことです。若い人たちの希望をかなえ

る2060年めざして、市長としてこの目標を突破す

る勢いを示すときです。

そこで、河村市長にお聞きします。2060年に228

万人人口とする目標を持って、国の施策だけでな

く、市の独自策ももっともっとすすめる必要があ

ると認識していますか。

「産業を強くし、名古屋城天守閣木造化などで

人に来てもらうのが一番」（市長）

【市長】もっと自由競争をすすめて、公務員ばっ

か守っとらんように民営化もすすめて、名古屋城

なんかもええもんつくって、ようけの人が来てい

ただくのが人口増の一番の中心だと思う。

だけど社会増は、わしは目標をつくってもええ

でにゃあかと言ったことがあります。内部でね。

市として意思決定するには及んでないですけど。

名古屋城天守閣の木造に反対して人口増をやろ

うなんていうのは、スターリンかなんかが聞いて

もびっくりするんでないかしらんと思いますけど。

産業を強くしないと。とにかく。ようけの人が来

て。それがやっぱり中心ですわ。名古屋の場合は

特にどえらい貧富の差が激しいですけど、名古屋

港で貿易黒字が７兆円になるのではないかという

声もある位ですけれど、産業の力、半分自動車で

すけど、そういう産業をもっともっと栄えさせる。

名古屋のシンボルというものがいります。ニュー

ヨークだったら自由の女神とかあるわけです。そ

ういう精神的な支柱の名古屋城の木造化に反対し

ておきながら何を考えておるのか。計画経済でそ

んなうまいこといくんですかね。

腹をくくって若者対策を。その一歩は市民施設

の廃止・縮小を中止することだ

【江上議員】困るとスターリンとかなんか別な話

にもっていく。そんなことでごまかしても、市民

は騙されません。

今言われたように自然減が問題なんです。非正

規労働で、低賃金で長時間労働。雇用の拡大、産

業の発展は当然必要ですが、そういう点でもその

部分をどうするのか、そこが求められていること

を改めて申し上げるし、市長も自然減を心配して

いることが改めてわかりました。

2060年の名古屋が安心して住みやすい名古屋に

なるために、腹をくくって施策実現にまい進する

こと、その一歩は、はとり幼稚園など、市民施設

の廃止・縮小を中止することです。その実現に私

も全力を尽くすことを申し上げて質問を終わりま

す。
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各常任委員会の概要(補正予算案等の質疑）

一般会計補正予算の概要 （単位：千円）

事項 金額 財源 説明

航空宇宙産業海外販路開
拓強化事業

6,800
国庫 3,400
一般財源 3,400

航空宇宙産業における地元企業の海外取引を拡大するため、専
門家による企業支援及び交流会の開催等（海外販路開拓アドバ
イザーの配置、地元企業の海外での展示支援など）を県と連携
して実施

ロボット等導入支援人材
育成事業

5,000
国庫 2,500
一般財源 2,500

中小企業等へのロボット・ＩoＴの導入を支援する技術者の育
成に向けた相談窓ロの設置及び講座の開設準備

名古屋城天守閣会計支出
金

53,000 一般財源 53,000
名古屋城天守閣事業資金の貸付
（現在実施している天守台石垣調査に加え、石垣の背面や劣化
の状況等を詳細に把握するための調査）

中学校入学準備金の支給 107,788 一般財源 107,788
これまで入学後に支給していた入学準備金を来年度の新中学
1年生から入学前に支給

瑞穂公園陸上競技場改築
に係る整備手法等調査

18,000 一般財源 18,000

老朽化した瑞穂公園陸上競技をアジア大会などの開催に必要な
機能（35,000席）を確保するため、きびしい敷地条件の中、整
備・調査内容を拡充し、敷地拡張や高度制限緩和による整備の
可能性、民間活力導入等に関する調査を実施。
整備手法調査(当初予算) 9,000に追加して調査 18,000で計
27,000の調査

一般会計 計 190,588
特定財源 5,900
一般財源 184,688

財源は国補助金590万円、繰越金1億8468万円。

予算編成過程の公開から、議会事務局が予算要求した議会報告会の開催（200万円）市会だよりの例月化（900万円）区役所等での議会広
報番組の放送（100万円）議会図書室でのネット中継の閲覧とＤＶＤ貸出（200万円）はすべて却下され、予算計上されませんでした。

繰越明許費

事項 金額（千円）

賃貸方式による民間保育所の設置 395,016

認定こども園の整備補助 43,495

瑞穂公園陸上競技場改築に係る整備手法等調査 27,000

債務負担行為

事項 期間(年度) 限度額（千円） 説明

名古屋城天守閣天守台石垣調査 30 287,000 調査が2カ年にわたるため

2017年11月議会 補正予算等の委員会日程の予定（11月24・26日に予定されていた給与条例のための委員会は中止）

月日 曜 開会時間 総務環境 財政福祉 教育子ども 土木交通 経済水道 都市消防

12月1日 金

10時(3分演説) １人 1人 1人 1人

10時 5分
～30分

10時05分
質疑(総務)

10時30分
質疑(財政、病院)

10時05分
質疑(子ども)

10時05分
質疑(土木)

10時05分
質疑(経済)

10時30分
質疑(住都)

12月4日 月 10時30分 質疑(環境局) 質疑(健福) 質疑(教育) 総括質疑(土木) 質疑(観光) 総括質疑(住都)

12月5日 火 10時30分 総括質疑(総務)
総括質疑
(財政、病院)

総括質疑(子ども) 調査(農業振興基本方針) 総括質疑(経済)

12月6日 水 10時30分 総括質疑(環境)

総括質疑(健福)
調査(健康なごやプラン21、

第２期データヘルス計画、

第３期国保特定健診計画)

総括質疑(教育)
調査(今後の保健所体制

での連携強化)

総括質疑(観光)

12月7日 木 10時30分 意思決定 意思決定 意思決定 意思決定 意思決定 意思決定
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平成29年度指定管理者公募施設一覧表 2017年11月議会提出議案

施設名
指定管理者（従前の管理者。無記

載は変更なし。新は新規）
指定
期間

施設名
指定管理者（従前の管理者。無
記載は変更なし。－は新規）

指定
期間

名古屋市男女平等参画推
進センター

アイ・コニックスグループ Ｂ
稲永公園野鳥観察館 東海・稲永ネットワーク Ｃ

日光川公園の公園施設 PMIサンビーチ日光川 Ｃ

南陽交流プラザ アクティオ株式会社 Ｂ
戸田川緑地の公園施設

チームＹＭＯ（みどりの協会・
山田組グループ）

Ｃ
名古屋市五条荘 名古屋厚生会 Ｄ

名古屋市にじが丘荘 千種母子福祉協会 Ｄ
徳川園

徳川の杜グループ（みどりの協
会・岩間造園グループ）

Ｃ
名古屋市とだがわこども
ランド

社会福祉協議会 Ｃ
名古屋市緑化センター みどりの協会 Ｂ

名古屋市瑞穂公園 教育スポーツ協会 Ｃ
みどりが丘公園

みどりの風グループ（みどりの
協会）

Ｂ
中村生涯学習センター 教育スポーツ協会 Ｂ

熱田生涯学習センター 教育スポーツ協会 Ｂ 名古屋市楠地区会館 味鋺学区福祉推進協議会 Ｃ

名東生涯学習センター 教育スポーツ協会 Ｂ
名古屋市山田地区会館

中部互光・コスモコンサルタン
ト運営共同体

Ｃ
中川生涯学習センター ホーメックス(株)（新） Ｂ

港生涯学習センター 教育スポーツ協会（新） Ｂ
名古屋市富田地区会館

中部互光・コスモコンサルタン
ト運営共同体

Ｃ
南生涯学習センター 教育スポーツ協会（新） Ｂ

緑生涯学習センター(分
館除く)

シンコーグループ（新） Ｂ 名古屋市南陽地区会館
中部互光・コスモコンサルタン
ト運営共同体

Ｃ

天白生涯学習センター
愛知スイミング・大成共同事業体
（新）

Ｂ
名古屋市志段味地区会館

中部互光・コスモコンサルタン
ト運営共同体（ホーメックス株
式会社）

Ｃ

名古屋市枇杷島スポーツ
センター

教育スポーツ協会 Ｃ
名古屋市徳重地区会館 サンエイ(株) Ｃ

名古屋市緑スポーツセン
ター

(株)ＪＰＮ Ｃ
名古屋市コミュニティセ
ンター 233館

各学区連絡協議会等 Ｄ

名古屋市中村スポーツセ
ンター

教育スポーツ協会 Ｃ
名古屋市中小企業振興会
館

産業振興公社 Ｃ

名古屋市名東スポーツセ
ンター

教育スポーツ協会 Ｃ
名古屋国際センター 国際センター Ｃ

名古屋市公会堂 ＫＮＳ共同事業体 Ｃ

名古屋市中スポーツセン
ター

なごやスポーツパートナーズ（教
育スポーツ協会）

Ｃ
名古屋市青少年文化セン
ター

文化振興事業団・日本管財グルー
プ

Ｃ

名古屋市昭和スポーツセ
ンター

愛知スイミング・大成共同事業体 Ｃ
名古屋市千種文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市中村文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市黒川スポーツト
レーニングセンター

教育スポーツ協会 Ａ
名古屋市中川文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市南文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市瑞穂運動場 教育スポーツ協会 Ｃ 名古屋市守山文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市志段味スポーツ
ランド

(株)JPN Ｃ
名古屋市天白文化小劇場 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市瑞穂文化小劇場 文化振興事業団（新） Ｃ

名古屋市鳴海プール (株)ＪＰＮ（シンコースポーツ(株)） Ｃ 名古屋市演劇練習館 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市南陽プール 教育スポーツ協会 Ａ 名古屋市民ギャラリー栄 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市富田北プール 教育スポーツ協会 Ｃ 名古屋市短歌会館 ホーメックス（株） Ｃ

名古屋市山田西プール 教育スポーツ協会 Ｃ 名古屋市東山荘 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市香流橋プール (株)ＪＰＮ（教育スポーツ協会） Ｃ 名古屋市国際展示場 (株)コングレ（産業振興公社） Ａ

名古屋市中川プール 教育スポーツ協会（新） Ｃ

名古屋国際会議場
コングレ・名古屋観光コンベン
ションビューローコンソーシア
ム

Ｂ名古屋市守山プール (株)ＪＰＮ（新） Ｃ

名古屋市山田プール 教育スポーツ協会（新） Ｃ

名古屋市名城庭球場 名古屋ローンテニス倶楽部（新） Ｃ 名古屋能楽堂 文化振興事業団 Ｃ

名古屋市女性会館 アイ・コニックスグループ Ｂ
名古屋市営久屋駐車場

タイムズグループ（まちづくり
公社）

Ｃ
名古屋市東谷山フルーツ
パーク

みどりの協会 Ｄ
名古屋市営大須駐車場 タイムズグループ（名鉄協商(株)） Ｃ

名古屋市農業文化園
チームＹＭＯ（みどりの協会・山
田組グループ）

Ｃ
名古屋市営古沢公園駐車
場

タイムズグループ Ｃ

鶴舞公園の公園施設 みどりの協会 Ｃ 市営住宅(改良住宅、コ
ミュニティ住宅、更新住
宅)【35施設】

住宅供給公社 Ｂ鶴舞公園多目的グランド ?愛知県サッカー協会（新） Ｃ

東山公園展望塔 サンエイ(株) Ｃ

名城公園の公園施設 岩間造園 Ｃ 定住促進住宅【39施設】 住宅供給公社 Ｂ

荒子川公園の公園施設
みどりの協会・大島造園土木グルー
プ

Ｃ 指定期間
Ａ＝2018.4.1～2021.3.31
Ｂ＝2018.4.1～2022.3.31
Ｃ＝2018.4.1～2023.3.31
Ｄ＝2018.4.1～2028.3.31

庄内緑地の公園施設 みどりの協会・ミズノグループ Ｃ

白鳥庭園の公園施設
しろとりの杜グループ（岩間・トー
エネック・みどりの協会グループ）

Ｃ
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１ 当局当初提案 48（補正予算：2件 条例案：4件、一般案件：42件）

議 案 名
各会派の態度

結
果 備 考

共 自 民 公 減 立

2017年度名古屋市一般会計
補正予算(第6号)

● ○ 〇 〇 ○ ○ 可
決

補正額1億9058万8千円。航空宇宙産業海外販路開拓強化事業
680万円、ロボット等導入支援人材育成事業500万円、中学校
入学準備金の前倒し支給１億円余、瑞穂公園陸上競技場改築
に係る整備手法等調査l800万円。賃貸方式の民間保育所設置
が遅れて繰越明許。天守閣天守台石垣調査で債務負担行為。

2017年度名古屋市名古屋城
天守閣特別会計補正予算
（第2号）

● ○ ○ ○ 〇 ○ 可
決

補正額5300万円。現在実施中の天守台石垣調査に加え、石垣
の背面や劣化の状況等を詳細に把握する調査。一般会計から
借り入れ。

名古屋市公立大学法人評価
委員会条例の一部改正

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

地方独立行政法人法の一部改正で引用条項を整理。第11条第
３項を第1l条第４項に。2018年4月1日施行

名古屋市住居の堆積物によ
る不良な状態の解消に関す
る条例の制定

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

いわゆる「ゴミ屋敷」を解消にむけ、市と市民、所有者等の
責務を定める。不良な状態の解消や発生防止への支援を行い、
改善しないときは、指導、勧告、命令、行政代執行を行う。
正当な理由がなく立入調査を拒む者は３万円以下、命令に違
反した者は５万円以下の過料。2018年4月1日施行

名古屋市体育館条例の一部
改正

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋市体育館の利用料金基準額を空調設備等の整備で他施
設に合わせる値上げ。競技場全面利用３時間は6800円→8900
円、同バレーコート1500円→2000円など。2018年1月1日施行

名古屋市地区計画等の区域
内における建築物の制限に
関する条例の一部改正

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

妙見町地区整備計画区域等の建築物の制限の規定の整備。妙
見町地区計画、志段味ヒューマンサイエンスパーク上志段味
地区計画及び上志段味まちづくり地区計画の都市計画決定に
伴う対象区域の追加。妙見町地区計画、志段味ヒュ-ーマン
サイエンスパーク上志段味地区計画及び上志段味まちづくり
地区計画の都市計画決定に伴う計画区域内における建築物の
制限に係る規定を整備

契約の締結（五条川工場灰
出し設備改修等工事）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

13億5000万円で三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会
社中部支店に。2019年12月27日完成予定

契約の一部変更（桶狭間勅
使線道路新設工事）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

平成26年12月10日議決 平成26年第117号の工事の完成予定期
日を2018年2月28日から2018年8月31日に変更

契約の一部変更（山田東公
営住宅新築工事（１次）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

平成29年3月10日議決 成29年第62号の工事の契約金額と完成
予定期日を変更、6億3720万円を8億4591万円に、完成予定を
2018年10月31日から2019年2月28日に。

指定管理者の指定（名古屋
市男女平等参画推進センター）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

アイ・コニックスグループに指定。2018年4月1日～2022年
3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市南陽交流プラザ）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決アクティオ株式会社に指定。2018年4月1日～2023年3月3l日

指定管理者の指定（名古屋
市五条荘・名古屋市にじが
丘荘）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

五条荘の指定管理者は名古屋厚生会、にじが丘荘は名古屋市
千種母子福祉協会に指定。2018年4月1日～2028月31日

指定管理者の指定（名古屋
市とだがわこどもランド）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

名古屋市社会福祉協議会に指定。2018年4月1日～2023年3月
31日

指定管理者の指定（瑞穂公
園の公園施設）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

名古屋市教育スポーツ協会に指定。2018年4月1日～2023年
3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市中村生涯学習センタ一始
め８館）

● 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

中村、熱田、港、南、名東の各生涯学習セン夕一の指定管理
者を名古屋市教育スポーツ協会、中川はホーメックス株式会、
緑はシンコーグループ(分館を除く)、天白は愛知スイミング・
大成共同事業体に指定。2018年4月1日～2022年3月31日

〇＝賛成 ●＝反対 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 立：立憲民主党名古屋

主な議案に対する会派別態度(12月7日）
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続き

議 案 名
各会派の態度

結
果 備 考

共 自 民 公 減 立

指定管理者の指定（名古屋
市枇杷島スボーツセンタ一
始め体育館6館）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

枇杷島、中村、名東の各スボーツセン夕一の指定管理者を名
古屋市教育スポーツ協会、緑は株式会社JPN、中はなごやス
ポーツパートナーズ、昭和は愛知スイミング・大成共同事業
体に指定。2018年4月1日～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市黒川スポーツトレーニン
グセンター）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

名古屋市教育スポーツ協会に指定。2018年4月1日～2021年
3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市瑞穂運動場）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

名古屋市教育スポーツ協会に指定。2018年4月1日～2023年
3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市志段味スポーツランド）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決株式会社JPNに指定。2018年4月1日～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市中川プール始め8プール）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

中川、山田、南陽、山田西、富田北の各プールの指定管理者
を名古屋市教育スポーツ協会、守山、鳴海、香流橋を株式会
社JPNに指定。中川、守山、鳴海、香流橋、山田、山田西、
富田北は2018年4月1日から2023年3月31日まで、南陽は2018
年4月1日から2021年3月31日まで

指定管理者の指定（名古屋
市名城庭球場）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

一般社団法人名古屋ローンテニス倶楽部に指定。2018年4月
1日～2023年3月3l日

指定管理者の指定（名古屋
市女性会館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

アイ・コニックスグループに指定。2018年4月l日～2022年
3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市東谷山フルーツパーク）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市みどりの協会に指定。2018年4月1日～2028年3月
31日

指定管理者の指定（名古屋
市農業文化園）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決チームＹＭＯに指定。2018年4月1日～2022年3月3l日

指定管理者の指定（鶴舞公
園多目的グラウンド始め
11公園施設）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

鶴舞公園多目的グラウンドは愛知県サッカ一協会、鶴舞公園
の公園施設は名古屋市みどりの協会、東山公園展望塔はサン
エイ株式会社、名城公園の公園施設は岩間造園株式会社、荒
子川公園の公園施設は名古屋市みどりの協会・大島造園土木
グループ、庄内緑地の公園施設は名古屋市みどりの協会・ミ
ズノグループ、白鳥公園の公園施設はしろとりの杜グループ、
稲永公園野鳥観察館は東海・稲永ネットワーク、日光川公園
の公園施設PMIサンビーチ日光川、戸田川緑地の公園施設は
チームＹＭＯ、徳川園の公園施設は徳川の杜グループに指定。
2018年4月1日～2022年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市緑化セン夕一）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市みどりの協会に指定。2018年4月1日～2022年3月
31日

指定管理者の指定（名古屋
市みどりが丘公園）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決みどりの風グループに2018年4月1日～2022年3月31日

指定管理者の指定（山田地
区会館始め6館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

山田、富田、南陽、志段味の各地区会館を中部互光・コスモ
コンサルタント運営共同体、楠は味鋺学区福祉推進協議会、
徳重はサンエイ株式会社に指定。2018年4月1目～2023年3月
31日

指定管理者の指定（上野コ
ミュニティセン夕一始め
233館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決各学区連絡協議会等に指定。2018年4月1日～2028年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市中小企業振興会館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決名古屋産業振興公社に指定。2018年4月1日～2023年3月31日

〇＝賛成 ●＝反対 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 立：立憲民主党名古屋



名古屋市政資料№197 （2017年11月定例会）

- 28 -

続き

議 案 名
各会派の態度

結
果 備 考

共 自 民 公 減 立

指定管理者の指定（名古屋
国際センター）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決名古屋国際セン夕一に指定。2018年4月1日～2023年3月31日

定管理者の指定（名古屋市
公会堂）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決ＫＮＳ共同事業体に指定。2018年4月l日～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市青少年文化セン夕ー）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 可
決

名古屋市文化振興事業団・日本管財グループに指定。2018年
4月l日～2023年3月31日

指定管理者の指定（中村文
化小劇場始め7館）

○ 〇 〇 〇 ○ ○ 可
決

中村、南、天白、守山、千種、中川、瑞穂の各文化小劇場を
公益財団法人名古屋市文化振興事業団に指定。2018年4月1日
～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市演劇練習館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

公益財団法人名古屋市文化振興事業団に指定。2018年4月1日
～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市民ギャラリー栄）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市文化振興事業団に指定。2018年、4月1日から2023年
3月3l日

指定管理者の指定（名古屋
市短歌会館）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

ホーメックス株式会社に指定。2018年4月1日～2023年3月
31日

指定管理者の指定（名古屋
市東山荘）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市文化振興事業団に指定。2018年4月1日～2023年3月
31日

指定管理者の指定（名古屋
市国際展示場）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決株式会社コングレに指定。2018年4月1日～2021年3月31日

指定管理者の指定名古屋国
際会議場）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

コングレ・名古屋観光コンベンションビューローコンソーシ
アムに指定。2018年4月1日～2022年3月3l日

指定管理者の指定（名古屋
能楽堂）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

公益財団法人名古屋市文化振興事業団に指定。2018年4月1日
～2023年3月31日

指定管理者の指定（名古屋
市営路外駐車場）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市営久屋、大須、古沢公園の各駐車場をタイムズグルー
プに指定。2018年4月1日～2023年3月3l日

指定管理者の指定（名古屋
市営住宅のうち改良住宅、
コミュニティ住宅及び更

新住宅）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市住宅供給公社に指定に。2018年4月1日～2022年3月
31日

指定管理者の指定（名古屋
市定住促進住宅）

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

名古屋市住宅供給公社に指定。2018年4月l日～2022年3月
31日

損害賠償の額の決定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

2016年11月に名古屋市立束部医療セン夕一で発生した医療事
故の損害賠償額を130万円にする

公立大学法人名古屋市立大
学定款の変更

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

地方独立行政法人法の一部改正による整理と、市が大学に出
資した資産の状況を明らかにし、監事の任期を変更。除却し
た時期を追加し、山の畑キャンパスの校舎の名称を変更。20
18年4月1日から

公立大学法人名古屋市立大
学第三期中期目標の制定

○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

公立大学法人名古屋市立大学が達成すべき業務運営に関する
目標を定める。 目標期間 2018年4月1日～2024年3月31日。
(1)中期目標の期間及び教育研究上の基本組織(2)大学の教育
研究等の質の向上に関する日標(3)業務運営の改善及び効率
化に関する目標(4)財務内容の改善に関する目標(5)自己点検・
評価、情報の提供等に関する目標(6)その他の業務運営に関
する重要目標、を定める

当せん金付証票の発売 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決

2018年度に市が発売する当せん金付証票（宝くじ）の発売総
額を330億円以内とする

〇＝賛成 ●＝反対 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 立：立憲民主党名古屋
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２ 追加議案 2件（人事案件2件）

議 案 名
各会派の態度 結

果 備 考
共 自 民 公 減 立

愛知県公安委員会委員の推
薦

● ○ ○ ○ ○ ○ 同
意

柘植康英（千種区、1953年生。JR東海社長、中部経済連合会
副会長）

副市長の選任
賛成44票・反対
26票・無効2票の
計72票（共は●）

同
意

民進が要求して無記名投票に。
廣澤一郎（瑞穂区。1963年生、元愛知県議、減税日本、幹事
長。総選挙立候補で辞職。ブラザーから伊藤忠、㈱マグノリ
アと㈱アイマジックの取締役など。2011年県議、2014年辞職）

監査委員の選任 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同
意

小川令持（昭和区、1952年生。識見委員。税理士、名古屋税
理士会会長、顧問、財務省国税審議会委員）

人権擁護委員の推薦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同
意

任期３年。
１（千種区、1950年生）（西区、1955年生）（天白区、
1949年生）（千種区、1953年生）（西区、1952年生）（中区、
1948年生）（昭和区、1944年生）（緑区、1951年生）の８人
が再任。
２（天白区、1954年生）（千種区、1949年生）（東区、
1952年生、）（北区、1973年生）（西区、1986年生）（港区、
1961年生）の６人が新任。
保護司、弁護士、元市職員、教員、自営、会社役員など。

〇＝賛成 ●＝反対 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ 立：立憲民主党名古屋



日本共産党市議団を代表して、117号議案平成

29年度名古屋市名古屋城天守閣特別会計補正予算

（第2号）について、藤井ひろき議員が反対討論を

行いました。

2022へ急ぐことで問題化
【高橋議員】第117号議案に対して、反対の立場か

ら討論を行います。

今回の名古屋城天守台石垣調査は、必要と考え

ていますが、2022年天守閣木造化のために急いで

行おうとするもとで、重大な問題が生じています。

専門家の意見の食い違いで、
市が石垣部会に責任押しつけ
10月13日の天守閣部会と石垣部会の合同会議に

おいて、「石垣部会は、安全性を考えていない」

という発言に端を発して混乱が生じています。こ

の問題解決の調整を行っている中で、委員会の質

疑において、「年内にも解決を図りたい。できな

ければ文化庁と相談し、他の専門家にお願いする

ことも検討する」という市の発言は、非難を受け

た側の専門家に責任を押し付け、ことを早く進め

ようというものです。

この混乱の影響のため、現在行っている発掘調

査、地盤調査が専門家の協力を得られず、中断し

ているのにもかかわらず、さらに調査を進めてい

く今回の提案は同意できません。まずは、問題の

解決がされるべきであります。

スケジュールありきでなく
「本物」の文化財の保全を
調査再開のめどが立っていないこの段階で、来

年5月7日から天守閣入場禁止を断言するなど、い

ずれも2022年12月竣工のスケジュールありきであ

りませんか。「本物」の文化財である名古屋城天

守台石垣の現状を、適切な調査にもとづいて把握

し、石垣を守り抜くという観点からも、このよう

な強引な進め方は問題です。

日程に固執せずしっかり議論を
今回、石垣調査をめぐって、このような混乱が

生じたのも、全ては2022年12月竣工に固執してい

るからです。

木造化、急ぐな！慌てるな！いったん、立ち止

まってしっかり議論を！ 最後に申し上げ、討論

を終わります。
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天守閣木造復元関連予算案に対する反対討論（12月8日）

2022年の木造化に固執することが問題

市民や専門化の声をじっくり聞き、論議を

藤井ひろき 議員

堀に保存してある、

修復を待つ石垣たち

大天守の入り口

の石垣の中=穴蔵

修復中の

石垣

戦 災 の 火

災 跡 も 残

る 天 守 台

と 再 建 さ

れ た 天 守

閣 。
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11月定例会には下記の請願が受理され、12月以降の閉会中委員会で審査が行われます。

◆請願

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第18号

平成29年
11月28日

国民健康保険制度、高齢者医療
制度及び介護保険制度の改善を
求める請願

名古屋の国保
と高齢者医療を
よくする市民の
会

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 くれ
まつ順子 さいとう愛子 さはしあこ 高
橋ゆうすけ 田口一登 西山あさみ 藤井
ひろき 山口清明(以上共産)

名古屋市は、国民健康保険料について2015年度から国の財政支援制度を活用し、保険料負担を緩和する努力をしてきた。

しかし、それでもなお5大政令指定都市である横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市の中で、横浜市に次いで2番目

に高い国民健康保険料である。さらなる国民健康保険料の引き下げのために、一般会計からの市独自の繰り入れを行う等

の努力が必要である。

名古屋市は、国民性康保険料負担を軽減する独自の減免制度を設けているが、申請しないと適用されないために、特別

軽減では該当する世帯の7割以上が減免されていない。また、子育て世代支援のためにも、子供からは国民健康保険料を取

らない対応が必要である。

国民健康保険料が長期間未納になっている世帯に対して、資格証明書を発行する場合が多数あり、差し押さえがふえて

いる現状は、改善が必要である。

介護保険料は2018年度に改定されるが、名古屋市の介護保険料は愛知県内でも高い水準である上に、介護保険料及び介

護保険利用料では、愛知県内の多くの市町が設けている独自の減免制度が名古屋市にはない。また、介護保険制度の見直

しに当たっては、今までどおり要支援者がホームヘルプやデイサービスなどを受けられることや介護従事者の質の確保が

必要である。

ついては、誰もが健康で生き生きと暮らせる制度の充実に向け、次の事項の実現をお願いする。

1 国民健康保険料を大幅に引き下げること。

2 国民健康保険料の減免制度を拡充し、該当する全世帯を自動的に減免すること。

3 0歳の乳児から18歳までの子供は、均等割の対象としないこと。

4 国民健康保険の資格証明書・短期保険証の発行や、無理な差し押さえはやめること

5 後期高齢者医療制度の保険料の9割軽減などの軽減特例を継続するよう国に求めること。

6 介護保険料を引き下げ、介護保険料及び介護保険利用料の独白の減免制度を新設すること。

7 要支援者が今までどおり介護サービスを受けられるようにすること。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第19号

平成29年
11月28日

子供たちが健やかに育っために、
休日保育事業、病児・病後児デイ
ケア事業及び一時保育事業の拡
充を求める請願

北区保育団体
連絡会

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 くれ
まつ順子 さいとう愛子 さはしあこ 柴
田民雄 高橋ゆうすけ 田口一登 西山
あさみ 藤井ひろき 山口清明(以上共産)

現在、父母からさまざまな保育要求がある。中でも休日保育事業、病児・病後児デイケア事業及び一時保育事業につい

ての要望が多く上がっている。

休日保育事業については、「休日保育があり助かる。休日は仕事だが、平日に保育所を1日休んだ分、休日保育を利用し

ても保育料が迫加でかからないことが助かる」という声がある一方で、「休日保育を申し込もうとしたら、すでに定員いっ

ぱいでキャンセル待ちになってしまう」という声もある。飲食店や美容院などサービス業で働く子育て世帯は多く、子育

て世帯にとって休日保育事業は欠かせないと言える。しかし、休日保育事業実施施設は限られており、利用したくても必

要なときに利用できない状況である病児・病後児デイケア事業については、「安心して預け、仕事を続けることができて

本当に助かっている」という声があるけ【・方で、「利用料金が高く利用しづらいので、負担を軽滅してほしい」、「病

気の子供を遠くまで連れて行くのは大変。近くに開設してほしい」という切実な声があり、実施されていない区及び支所

管内での開設を求める声が強まっている。

一時保育事業については、非定型保育、緊急保育及びリフレッシュ保育のいずれにおいても要望が高まっているが、

「妊娠し、安静が必要なときに申し込んだが、定員が埋まっていて利用できず困った」、「メンタルの病気になり、早く

請願・陳情 2017年11月議会に受理されたもの
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「妊娠し、安静が必要なときに申し込んだが、定員が埋まっていて利用できず困った」、「メンタルの病気になり、早く

一時保育に預けられるとよかったが、できなかった」という声があるなど、急に子育てが困難になったときに利用しにく

いのが現状である。また、公立保育所のリフレッシュ預かり保育事業について、「子育てがしんどいときに安心して預け

ることができ、肩の荷がおりた気がした」という声とともに、「利用したくても、定員が埋まっていて利用できない」と

いう声が多数上がっているのが実態である。一時保育事業を必要なときに利用できるように拡充すること、公立保育所の

リフレッシュ預かり保育事業について1カ所ずつの受入日をふやすなど拡充し、利用しやすくすること等、子育て世帯の実

態に見合った対応が求められている。

ついては、子供たちが健やかに育っために、名古屋市の公的責任で、速やかに次の事項の実現をお願いする。

1 休日保育事業実施施設をふやすこと。

2 病児・病後児デイケア事業の利用料を下げて、さらに第2子以降は減免すること。

3 病児・病後児デイケア事業を未実施の区及び支所管内に、病児・病後児デイケア事業実施施設を開設すること。

4 一時保育事業を公立保育所のエリア支援保育所で実施すること。

5 公立保育所のリフレシシュ預かり保育事業について、予算を確保した上で、保育体制を充実させ、1カ所ずつの受入日

をふやし、利用しやすいように拡充すること。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第20号

平成29年
11月28日

マクロ経済スライドの適
用を中止することを求め
る意見書提出に関する
請願

全日本年金者組合愛
知県本部名古屋市内
協議会

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 くれまつ
順子 さいとう愛子 さはしあこ 高橋ゆうす
け 田口一登 西山あさみ 藤井ひろき 山
口清明(以上共産)

政府・厚生労働省は、2016年の臨時国会で公的年金関係の法律を改正した。その内容は、2004年の法律改正に伴い導入

されたマクロ経済スライドについて、名目下限措置を維持しつつ、賃金・物価上昇の範囲内で前年度までの未調整分をキャ

リーオーバーさせるもので、2018年4月から施行される。

これに伴い、年金引き下げが今後30年間も続けて行われる。この仕組みでは、デフレ経済下でも確実に年金が切り下げ

られ、年金の実質的価値は毎年低下する。食生活さえ切り詰めざるを得ない深刻な状況をもたらし、憲法で保障された生

存権さえ脅かす。

また、国民年金の受給額は、満額でも月額6万4941円である。マクロ経済スライドの適用は購買力を低下させ、地域経済

にも大きな影響を及ぼす。

政令指定都市国保・年金主管部課長会議は、2016年8月に国民年金に関する要望書を国に提出している。その要望書の事

項8において、「平成27年度からはマクロ経済スライドが適用され、公的年金制度の維持を目的とした給付調整が行われる

ため、低所得の高齢者等への影響は非常に大きいものと思われる」との指摘があり、老齢基礎年金等の支給額等を改善す

るよう国に求めている。

ついては、貴議会が次の事項を内容とする意見書を国会または政府関係省庁に提出されるようお願いする。

1 高齢者の生活を維持するために、マクロ経済スライドの適用を中止すること。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第21号

平成29年
12月6日

小学校給食調理業務の
民間委託撤回を求める
請願

なごやの学校給食を
よりよくする会
（10,991名）

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 くれまつ
順子 さいとう愛子 さはしあこ 柴田民雄
高橋ゆうすけ 田口一登 西山あさみ 藤井
ひろき 山口清明(以上共産)

名古屋市は、2016年4月から中川区の荒子小学校、緑区の大清水小学校、名東区の西山小学校の3校において、2017年4月

から西区の山田小学校、守山区の瀬古小学校、下志段味小学校、緑区の桶狭間小学校、天白区の天白小学校の5校において

給食調理業務を民間委託した。その理由は、調理員の退職によって起こる人員不足に対して補充を行わないという名古屋

市の方針によるとしている。

私たちは、心身ともに急速に成長する学齢期を豊かな給食・食青で支えることは、教育の重要な役割であると考えてい

る。今、子供の貧困という観点からも、全ての児童に栄養バランスのとれたおいしい給食を提供することは、ますます大

切になっている。また、食物アレルギーのある児童が年々増加している。その対応には細心の注意が求められ、教員・栄

養教諭または学校栄養職員・調理員・保護者・子供が協力してチェックを行い、安全・安心な給食を提供している。

学校給食は、学校給食法により重要な学校教育の一環として位置づけられている。給食調理業務を民間委託することは、
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名古屋市が責任を持って行うべき教育の役割を投げ出すことである。

4、5年ごとに競争入札を繰り返して業者がかわる委託方式では、調理業務のノウハウの蓄積や技術の継承がなされず、

長期的、継続順こ安全・安心でおいしい給食を提供するには限界がある。

ついては、子供たちに安全・安心な給食を届け、陸やかな心身の成長を保障するため、次の事項の実現をお願いする。

1 名古屋市立小学校の給食調理業務の民間委託を拡大しないこと。

2 荒子小学校、大清水小学校、西山小学校、山田小学校、瀬古小学校、下志段味小学校、桶狭間小学校、天白小学校の

給食調理業務については、正規職員による直営体制に戻すこと。

3 技術の継承により、安全・安心でおいしい学校給食を提供すること。

4 学校給食を食育の教材として活用し、学校給食をつくる人と食べる人が一体となって食育の教材として活用できる、

開かれた学校給食にすること。

5 子供のことを第一に考え、給食調理業務を経費削減の対象としないこと。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第22号

平成29年
12月6日

子供たちが健やか
に育つために公的
保育制度の整持を
求める請願

天白区住民
（18,774名）

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 くれまつ順子
さいとう愛子 さはしあこ 柴田民雄 高橋ゆう

すけ 田口一登 西山あさみ 藤井ひろき 山口
清明(以上共産)

天白区の保育所、学童保育所等には、子育てに関するさまざまな要望が次々と出されており、各保育所では、障害児保

育、病児・病後児デイケア事業、延長保育、休日保育、リフレッシュ預かり保育、一時保育など地域からの多様なニーズ

を受けて、子育て支援の充実を目指して実践を深めている。

また、 学童保育所は、保護者の就労を支援するとともに、子供に適切な遊びと生活の場を保障する、なくてはならな

い場所である。

子育てのかなめともなる保育所、学童保育所を守り、子ども・子育て支援新制度においても公的責任を果たすことが切

に求められている。

ついては、未来を担う全ての子供たちが安全で健やかに育ち、保護者が安心して子育てや仕事ができる環境づくり、地

域づくりに資するよう、次の事項の実現をお願いする。

1 公的責任を堅持し、これ以上、公立保育所の廃止・民間移管をしないこと。また、営利企業の保育事業への参入に当たっ

ては、引き続き市として監督すること。

2 公私間格差を是正する制度を守り、現在の保育の質を維持・向上すること。

3 子育て世代の経済的な負担を減らすために、保育料を値下げすること。また、兄弟 姉妹が在園しているか否かにかか

わらず、第3子以降の保育料については、所得制限を設けずに3歳児以上も無料化し、子供を産み育てやすい環境を整え

ること。

4 保育士の配置基準及び入所者1人当たりの面積基準を維持または引き上げること。 また、待機児童の解消については、

定員超過入所で対応するのではなく、認可保育所の新增設で対応すること。

5 子供を安心して預けられるよう、保育士等の大幅な処遇改善を図ること。

6 離乳食やアレルギ一食など一人一人に丁寧に対応し、安心・安全な給食を提供するために、外部搬入や委託ではなく

各保育所の正規職員がつくる給食を理持すること。

7 安心して子供を預けることができるよう環境を整えること。

(1)公立保育所の実態に合わせて、老朽箇所の修繕や危険箇所の改善など、施設の充実を図ること。

(2)耐震・防災など、大切な子供の命を守るための対策を早急に進めること。

(3)公立保育所の送迎用の駐車場を早急に確保すること。

(4)公立保育所によるリフレッシュ預かり保育事業については、実態を把提した上で、必要な人員を配置すること。

8 学童保育所を守り、発展させるとともに、過大な保護者負担を軽減できるような助成を実施すること。

(1)学童保育所が安定して運営していけるように、名古屋市が学童保育所の土地及び建物の確保に責任を持つこと。

(2)専用室の建てかえ時に代替施設を確保する場合、その家賃や地代など必要な経費は、 名古屋市が全額負担すること。

(3)障害児を2人以上受け入れる場合、1人ふえるごとに助成金を上乗せすること。

9 厳しさが増す保護者の労働実態を把握し、安心して働くことができるよう保育制度 を充実させること。

(1)産休あけ・育休あけ保育所等入所予約事業実施施設をふやし、年度途中の入所がしやすいよう制度の充実・見直しを

図ること。
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(2)各保育所で病後児デイケア事業を実施できるよう条件整備をすること。 また、天 白区内に病児デイケア事業の実施

施設をふやすよう整備をすること。

(3)産休あけ・育休あけ保育所等入所予約事業実施施設であるか否かにかかわらず、看護師を配置すること。

(4)利用調整については、点数制だけではなく、家庭の事情も熟慮した上で決定すること。

(5)休日保育をより多くの人が利用できるよう受け入れ枠をふやすこと。

(6)障害児を含む兄弟姉妹が同一保育所に入所できるよう、引き続き対応すること。

(7)障害児にかかわる施策を実態に合わせて充実させること。

ア 守山養護学校高等部産業科の増築及び天白養護学校の整備に関する計画を明確にし、確実に施行すること。

イ 全保育所で障害児の受け入れを推進すること。

ウ 障害児保育補助金を増額すること。

エ 各区役所の民生子ども課窓口に、障害児の保育所入所を専門とする担当者を置くこと。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第23号

平成29年
12月6日

全ての子供たちに豊かな育ちを
保障し、名古屋の保育・子育てを
豊かにすることを求める請願

愛知保育団体
連 絡 協 議 会
（160,001名）

青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 さい
とう愛子 くれまつ順子 さはしあこ 柴田
民雄 高橋ゆうすけ 田口一登 西山あ
さみ 藤井ひろき 山口清明(以上共産)

名古屋市は、4年連続で待機児童がゼロであり、利用保留児童も減らしていく取り組みを進めるとして、保育施設の整備

に力を入れている。また、民間社会福祉施設運営費補給金制度を守り、全国的に見ても先進的な施策を実施している。し

かし、保育施設の公募に対して応募が不足したり、保育士不足により運営に困難が生じるなどといった課題は大きくなっ

ている。子供たちの育ちに待ったはない。全ての子供たちが笑顔で伸び伸びと育っ名古屋を目指して、保育士不足を解消

するための手だてを早急に打ち出し、保育の塁的拡大とあわせて質的向上をより図ることを強く求める。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1 子供の命と安全、発達を保障するために、保育士不足を早急に解消すること。

2 保育施設の職員の配置基準及び賃金を大幅に引き上げること。

3 待機児童解消を進めるために、一旦、公立保育所の社会福祉法人への移管を凍結すること。

4 保育料を大幅に引き下げること。

5 民間社会福祉施設運営費補給金制度を堅持すること。

請願番号 受理年月日 請願名 請願者 紹介議員

平成29年
第24号

平成29年
12月6日

私立高校生に対する授業料助成
制度の堅持・拡充を求める請願

愛知私学助成を
すすめる会

共産12名、自民20名、民進15名、公明
12名、立憲1名の計60名（詳細は下に）

＊紹介議員：青木ともこ 江上博之 岡田ゆき子 さいとう愛子 くれまつ順子 さはしあこ 柴田民雄 高橋ゆうすけ 田口一

登 西山あさみ 藤井ひろき 山口清明(以上共産)、中田ちづこ 伊神邦彦 岡本善博 横井利明 中川貴元 藤沢

ただまさ ふじた和秀 坂野公壽 丹羽ひろし 中里高之 西川ひさし 岩本たかひろ 成田たかゆき 小出昭司 松

井よしのり 浅井正仁 斉藤たかお 北野よしはる 浅野有（以上自民）、服部しんのすけ おくむら文洋 久野

浩平 服部将也 加藤一登 うかい春美 小川としゆき 斎藤まこと 森ともお 土居よしもと 岡本やすひろ 塚

本つよし うえぞの晋介 山田昌弘 松本まもる 日比美咲（以上民進）、三輪芳裕 小林祥子 田辺雄一 佐藤

健一 中村満 近藤和博 長谷川由美子 沢田晃一 ばばのりこ 福田誠治 木下優 金庭宣雄（以上公明）、くに

まさ直記（立憲）

子供と教育をめぐる危機が叫ばれて久しくなるが、それだけに大人社会の役割、とりわけ 学校教育と教育行政の責務は

重大である。子供一人一人に寄り添い、つながって、子供が安心して豊かに育つ土壊をつくらねばならない。

愛知県の私学では、本・人・体験・社会から学ぶ21世紀型学びを目指し、広げながら、各学園が独自性を生かして、多

彩な教育を進めてきた。2017年夏の愛知サマーセミナーには、2000講座に6万5千人が参加し、感動の声が寄せられている。

また、2016年のータムフェスティバルには、7万人の生徒・父母・教職員・市民が参加し、大震災支援と教育の公平への思

いを込めた希望プロジェクトが、大きな感動と共感を呼び起こした。今や、愛知県の私学は、全国からも教育改革の先進

として注目されている。

しかし、私たち私学内部の努力だけではどうしても解決できない問題がある。それは、学費の公私格差の問題である。

現在、愛知県では高校生の3人に1人が、特に名古屋市では高校生の約40%が私学に学んでおり、私学は、公立とともに公
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教育の重要な役割を担っている。それにもかかわらず、学費の公私格差は現在も市民に大きくのしかかり、私学を自由に

選択できないジョプきょぷにある。名古屋市の授業料助成の対象となる所得層でもそうである。

愛知県においては、平成26年度以降、国の無償化政策の見直しに伴う就学支援金の加算分を全額活用して、従来の授業

料助成制度の原則を復元し、授業料本体については、乙Ⅰランクの年収350万円～610万円の家庭はその3分の2の26万5200

円、乙Ⅱランクの年収610万 円～840万円の家庭はその半分の19万9200円が助成されることになった。また、入学金補助に

ついても、甲ランクの年収350万円までの家庭は、2年連続で5万円ずつ増額され、授業料本体と合わせて入学金も実質無償

化され、乙Iランクの家庭は入学金の半分が、乙Ⅱランクの家庭は入学金の3分の1が助成されることになった。

これまで名古屋市では、独自の授業料助成として、県の助成対象から外れた市民を対象に、 年収840万円～990万円当の

家庭に2万6000円、年収990万円～1170万円そうとうの家庭に1万5000円を支給している。この市の助成額は、平成12年度以

降は、愛知県の乙Ⅱランクの助成額のそれぞれ50％、30％に相当する基準で算定され、国が高校無償化した平成22年度か

ら25年度までは、国の就学支援金を除いた県単独負担分のそれぞれ50％、30％に相当する基準で算定されてきた。この算

定方式によれば、県の乙Ⅱランクが増額されたのに伴い、市の新助成額は4万⑳0円と2万4120円となるところである。とこ

ろが平成26年度以降の市予算においては、この変更がなされていない。この件に関しては、平成26年度及び平成28年度の

教育子ども委員会において、私たちの私立高校生に対する授業料助成の堅持・拡充を求める請願が採択され、平成27年度

の2月定例会においても、「教育の機会均等の理念を尊重すべく」、「授業料保護者負担の公私間格差の是正のため、引き

続き補助額の予算増額を求めていくこと」との付帯決議が付されているところである。請願に込められた民意と市会の意

向を尊重し、平成30年度には、従来の算定方式に沿って、ぜひとも増額するよう切に要望する。

そもそも、名古屋市において、昭和48年に、全国に先駆けて制定された私立高校生に対する授業料助成制度は、名古屋

市私立高等学校及び私立幼稚園授業料補助に関する条例第1条にも示されているように、公私の父母負担格差は、教育の機

会均等の面からも、納税者に対する社会的公平の面からも、早急に是正すべきものであるという立場から、本来ならば全

ての高校生に支給すべきものであるという崇高な理念に裏づけられていた。そのために、名古屋市の授業料助成は、県の

授業料助成の対象にならない高校生に対して当初、県の乙Ⅱランクとほぼ同額が一律に支給され、県と市を合わせれば、

全ての私立高校生が受業料助成を支給されていた。

名古屋市の授業料助成をめぐっては、さまざまな議論があったが、そのたびに、教育の機会均等という、確固とした理

念と原点に立ち返り、40年以上にわたって営々として守られ、 年々充実されてきた。そこには、市当局と議会の深い理解

があったことを、私たちは知っている。その原点を踏まえ、現行の授業料助成制度の内容を堅持するようお願いする。

私たちの願いは、憲法や教育基本法にあるように、全ての子供が、親の所得にかかわらず、等しく教者を受ける権利を

保障してほしいというとであり、その焦点は、公、、教教育、特に、後期中等教育の中の最大の不平等である、父母負担

の公私格差をなくし、教育の公平を図ることである。

そのために、名古屋巾政がこれまでと同じように、教育の機会均等の精神に基づいて、先駆的な役割を果たすよう、心

からお願いする。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

１ 平成30年度予算において、名古屋市私立高等学校及び私立幼稚園授業料補助に関する条例にうたわれている教育の機

会均等のレ年に沿って、私立高校生に対する市独自の授業料助成額を、愛知県の授業料助成額変更に伴い、これまでの

算定方式に基づいて是正・増額すること。

◆陳情

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成29年
第21号

平成29年
11月17日

名古屋市が指定する指定緊急避難場所・指定避難所等に特設
公衆電話を事前設置することを求める陳情

緑区住民

特設公衆電話は、災害発生時等において通信手段の確保のために被災者等が無料で使用することができる。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1 名古屋市が指定する指定緊急避難場所・指定避難所等に特設公衆電話を事前設置すること。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1 議会改革として、政務活動費の領収書等をインターネットで公開すること。
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陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成29年
第22号

平成29年
11月17日

名古屋市旅費条例の改正を求める陳情 天白区住民

例えば教育長及び管理者を除く特別職員の宿泊料は、名古屋市旅費条例により、1夜につき1万6500円と決められている。

実際には1万円を支払っても、1万6500円がもらえる。

お金の流れが不適切である。

民間企業では実費が支給される。上限が決められ、領収書の提出もしなければならない。

ついては、適切な公金の支出ができ、宿泊の事実が確認できるよう、次の事項の実現をお願いする。

1 名古屋市旅費条例について、宿泊料の上限を決め、領収書を提出させ、上限の範囲内での実費支給とするよう改正する

こと。

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成29年
第23号

平成29年
11月28日

名古屋市市民情報センターと情報公開請求の受付のサービス
を向上させることを求める陳情

天白区住民

名古屋市市民情報センターの利用時間は8時45分から17時までであり、情報公開請求の受付は8時45分から12時まで及び

13時から17時まで行われている。

名古屋市会図書室は、勤務時間の17時30分まで利用できる。

情報公開請求については、愛知県の場合は昼も受け付けている。多くの政令指定都市においても同様である。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1 市民の利便性を高めるためにも、名古屋市市民情報センターの利用時間を17時30分までとし、情報公開請求の受付を

17時30分まで、かつ12時から13時までの間も行うこと。

陳情番号 受理年月日 陳情名 陳情者

平成29年
第24号

平成29年
12月6日

新堀川の上流部に堆積しているヘドロの除去を求める陳情 ㈱エステム管理サービス

当社は、平成29年2月に名古屋市会へ陳情書を提出した、新堀川沿いにあるマンションの管理会社である。

平成29年10月、新堀川の対策に関して名古屋市役所に確認したところ、平成29年度予算で、新堀川の下流部約400メート

ルの範囲においてヘドロの除去作業を行うと説明を受けた。

新堀川のヘドロは上流部及び下流部に多く堆積しているとのことなので、平成30年度も予算を計上して、できれば臭気

がひどくなる夏場までに、上流部に堆積しているヘドロの除去をお願いしたい。

ついては、次の事項の実現をお願いする。

1 新堀川からの悪臭に対する臭気対策・環境改善のため、新堀川の上流部に堆積しているヘドロを除去すること。
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保留の請願（2月定例会以前に受理された請願でこれまでに一回は委員会で審査され保留となったもの）

請願
番号 請願名 請願者 請願項目

各会派の態度 結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成27年
第5号

地方自治の堅持を求める意見書
提出に関する請願

千種区住民
住民自治及び団体自治を2本の柱とする地
方自治の堅持を

動向を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

平成27年
第6号

地方自治の尊重を求める意見書
提出に関する請願

新婦人名東
支部

地方自治を尊重すること 動向を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

平成27年
第7号

自治体及び住民意思の尊重を求
める意見書提出に関する請願

子どもを守
り隊避難者
グループ

自治体及び住民意思の尊重を 動向を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

平成27年
第8号

相生山緑地に関する道路事業の
廃止及び整備について、「市民
による住民意向調査」の集計結
果を尊重し、反映させることを
求める請願

相生山緑地
を考える市
民の会

1 道路事業廃止や自動車入り込み対策は
「住民意向調査」の集計結果を尊重し、
速やかに実現を

様子を見守り
慎重に審査する

保
留

土交
2017
8.31

2 相生山緑地の整備は「住民意向調査」の
結果を尊重し、自然を破壊せず、ヒメボ
タル・オオタカの生息地を守る

3 緑地整備に市民の意向を尊重、反映する
ためのシステムを

平成27年
第10号 千種図書館の新築を求める請願 千種図書館

を考える会

千種図書館の新築に当たって
（1）耐震で安全・安心な建物に

様子を見守る 保
留

教子
2017.
8.31

（2）安心のバリアフリーに

（3）建物全体を広く。常設の自習室、会
議室、親子室、機器活用スペース等の設
置を

（4）駅に近い場所に設置を

（5）意見や要望が反映されるワークショッ
プを

平成27年
第12号

児童発達支援センターの充実を
求める請願

地域療育セ
ンターの早
期建設を実
現させる会

1 通園を希望する子どもが全員が入園でき
るよう定員をふやす 様子を見守り

慎重に審査する
保
留

教子
2017.
8.312 どんな障害があっても、毎日安心して通

えるセンターに

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 立：立憲民主党名古屋

請願・陳情審査の結果（2017年12月11日）

新規の請願（９月定例会に受理された請願。2017年10月～11月での閉会中委員会で審査された分です）

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減 立

平成29年
第13号

なごやアクティブ・ライブラリー
構想に関する請願

名古屋市の
図書館を考
える市民の
会

1 パブコメ後の10月に正式決定するスケジュー
ルにとらわれることなく、パブコメの内
容を十分精査した上で再検討を

動向を見守る 保
留

教子
2017.
11.17

2 新たな図書館の建設は、構想とは切り離
して、早期建設に向け急いで具体化を

3 図書館運営に新たな施策を実施する時は
市民に丁寧な説明を行い、意見を聞く

平成29年
第14号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすること等を求める請願

新日本婦人
の会北支部
(667名)

1 小中学校の給食費を無償に 動向を見守る 保
留教子

2017.
11.172 小学校給食調理業務は直営自校調理方式

を守る
○ ● ● ● ● ●

不
採
択

平成29年
第15号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすることを求める請願

新日本婦人
の会中村支
部（124名）

1 名古屋市の小中学校の給食費を無償にす
る

動向を見守る 保
留

教子
2017.
11.17

平成29年
第16号

名古屋市の小中学校の給食費を
無償にすることを求める請願

新日本婦人
の会愛知県
本部（704名）

1 名古屋市の小中学校の給食費を無償にす
る

動向を見守る 保
留

教子
2017.
11.17

平成29年
第17号

久屋大通公園北エリアの再生に
関する請願

久屋大通公
園を守る会
(519名)

1 久屋大通公園北エリアの現状の樹木を３
分の２も伐採しない

○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
打
切

都消
2017.
11.17

2 久屋大通公園北エリアの３車線の南北道
路は、１車線化しない この内容を含まな

い計画で進行して
いるとして打切

打
切

3 久屋大通公園北エリアの魚ノ棚通及び京
町通の車道を閉鎖しない
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平成27年
第14号

性的少数者の支援に関する請願
特定非営利
活動法人PR
OUD LIFE

1 電話・来所による相談窓口やコミュニティ
スペースの設置を

様子を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

2 パートナーシップ証明等の性的少数者に関
する諸制度を検討するための調査や検討会
の設置を行う

平成27年
第16号

安心して子供を産み育てられる
よう保育の公的責任の堅持と保
育施策の拡充を求める請願

愛知保育団
体
連絡協議会
(8,000名)

1 新制度について
(2)職員の処遇を抜本的に改善する

様子を見守る 保
留

教子
2017.
8.31

2 必要とする全ての子が、希望する保育を受
けられるよう認可保育所の整備を進める

4 名古屋市単独助成の継続・拡充を

平成28年
第1号

国民健康保険制度及び高齢者医
療制度の改善を求める請願

名古屋の国
保と高齢者
医療をよく
する市民の
会
(20,056名)

1 国民健康保険料の大幅引き下げを

慎重に見守る 保
留

財福
2016.
9.6

2 減免制度の該当世帯を自動的に減免へ

3 0歳～18歳は均等割の対象としない

5 後期高齢者医療制度の保険料９割軽減など
の継続を国に求める

平成28年
第5号

介護保険制度の改善を求める請
願

千種区住民
(934名)

1 介護保険料・利用料の独自減免・減額を

慎重に検討する 保
留

財福
2017.
9.8

2 特養ホームなどの増設で待機者解消を

4 介護サービス利用希望者には、要介護認定
の実施を。要支援者の訪問介護・通所介護
は、現行サービス水準を維持する

5 介護職員の待遇改善を

6 国庫負担の引き上げを国に要請する

平成28年
第13号

子供たちが健やかに育つために
病児・病後児ディケア事業の拡
充と一時保育事業の拡充 を求
める請願

北区保育団
体 連 絡 会
（744名）

1 病児・病後児デイケア事業の利用料の第
2子以降減免を

様子を見守り
慎重に審査する

保
留

教子
2017.
8.31

2 〃 事業の末実施の区及び支所管内の地
域に実施施設の開設を

3 一時保育事業を公立保育所のエリア支援保
育所で実施を

平成28年
第21号

子供たちが健やかに育つために
公的保育制度の堅持を求める請
願

昭和区住民
（19,298名）

2 公私間格差を是正する制度を守る

動向を見守る 保
留

教子
2017.
8.31

3 保育料を値下げする。第3子以降の保育料
は、所得制限なしで3歳児以上も無料化を

5 保育士等の大幅な処遇改善を

(2)耐震・防災対策を早急に進める

(3)送迎用の駐車場を確保する

8(1)名古屋市が学童保育所の土地及び建物の
確保に責任を持つ

(2)学童保育所の移転・建てかえの際には、
必要な補助をする

保留請願の続き

請願
番号 請願名 請願者 請願項目

各会派の態度
結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成28年
第21号

子供たちが健やかに育つために
公的保育制度の堅持を求める請
願

昭和区住民
（19,298名）

9(1)産休あけ・育休あけ保育所等入所予約事
業実施施設をふやす 動向を見守る 保

留教子
2017.
8.31

(6)兄弟姉妹の同一保育所入所を

イ天白養護学校の教室不足を改善する 動向を見守る 保
留

平成28年
第22号

国民健康保険制度、高齢者医療
制度及び介護保険制度の改善を
求める請願

名古屋の国
保と高齢者
医療をよく
する市民の
会
（8,608名）

1 国民健康保険料の大幅引き下げを

動向を見守る 保
留

財福
2017.
9.8

2 減免制度を拡充し、該当する全世帯を自動
的に減免する

3 ０歳の乳児から18歳までの子供を均等割の
対象としない

5 後期高齢者医療制度の保険料９割軽減など
を継続する

6 介護保険料及び介護保険利用料の減免制度
の新設を

7 要支援者が今までどおり介護サービスが受
けられるように

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ
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保留請願の続き２

請願
番号

請願名 請願者 請願項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成28年
第24号

若者も高齢者も安心できる年
金制度の実現を求める意見書
提出に関する請願

全日本年金者
組合愛知県本
部名古屋市内
支部協議会

2 最低保障年金制度の早期実現を

動向を見守る 保
留

財福
2017.
9.83 年金の支給開始年齢を引き上げない

平成29年
第1号

子供と保護者が安心できる少
人数学級の実現を求める請願

北区市民
(8,345名)

1 小・中・高校の全学年に正規教員で少人数
学級を早急に拡大実施する 動向を見守る 保

留

教子
2017.
8.312 特別支援学校をふやす

平成29年
第2号

介護労働者の動務環境改善及
び処遇改善の実現を求める意
見書提出に関する請願

愛知県医療介
護福祉労働組
合連合会

1 介護現場で働く全ての労働者の処遇改善を

動向を見守る 保
留

財福
2017.
9.8

2 利用者２人に介護職員１人以上に引き上げ
る。１人夜動の解消を

3 介護報酬の大幅な引き上げを。処遇改善に
ついての費用を国費で

平成29年
第3号

安全・安心の医療・介護の実
現と夜動・交代制労働の改善
を求める意見書提出に関する
請願

愛知県医療介
護福祉労働組
合連合会

1(1)医療・介護の職員の労働環境改善へ、労
働時間の上限規制や勤務間のインターバル
の確保や夜勤回数の制限などの規制を

動向を見守る 保
留

財福
2017.
9.8

(2)夜勤・交代制労働者の時短を

(3)1人夜勤を早期に解消する

2 医師・看護師・医療技術職員・介護職員を
増員する

平成29年
第4号

政務活動費の収支報告書、会
計帳簿及び領収証の全てをネッ
トで公開することを求める請
願

市民の会なご
や

1 政務活動費の収支報告書、会計帳簿及び支
出に係る領収書をネットで公開する

動向を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

平成29年
第5号

現行の「議員報酬1455万円」
は、民意を反映しているとは
言いがたく、直ちに800万円に
戻すこと等を求める請願

市民の会なご
や

1 現行の「議員報酬1455万円」は直ちに800
万円に戻す

動向を見守る 保
留

総環
2017.
8.4

2 議員報酬は、「報酬審議会」のみでなく、
公聴会制度等を広く活用する

3 議員報酬引き上げについての説明責任を直
ちに果たす

陳情
陳情
番号

陳情名 陳情者 陳情項目
各会派の態度

結
果

備考
(委員
会)共 自 民 公 減

平成29年
第15号

名古屋市会議員を名古屋市の審議会等に
委嘱・選任しないことを求める陳情

天白区住民
1 名古屋市会議員を名古屋市の審議

会等に委嘱・選任しない
ききおく

総環
2017.
11.6

平成29年
第16号 政務活動費の改善を求める陳情 天白区住民

1 収支報告書に利息の記載を
2 視察時のお土産代を支出しない
3 議員別に支給する
4 領収書等は氏名を黒塗りせずに公
表する

5 視察、調査、研修会、各種会合の
報告書を収支報告書に添付する

6 宗教、政党の新聞購読費を支出し
ない

ききおく
総環
2017.
11.6

平成29年
第17号

名古屋城の管理・運営を民間に委託する
ことを求める陳情

本丸ネット
ワーク

1 名古屋城の管理・運営を民間に委
託する

ききおく
経水
2017.
11.20

平成29年
第18号

名古屋市違反広告物追放推進員制度の廃
止を求める陳情

緑区住民
1 名古屋市違反広告物追放推進員制

度の廃止を
ききおく

都消
2017.
11.17

平成29年
第19号

乾電池、小型充電式電池及びボタン電池
を各区の区役所、図書館、スポーツセン
ター等において名古屋市が回収すること
を求める陳情

緑区住民
1 乾電池、小型充電式電池及びボタ

ン電池を各区の区役所、図書館、
スポーツセンター等で市が回収を

ききおく
総環
2017.
11.6

平成29年
第20号

名古屋市が一部の意見のみを取り入れて
進めている客引き行為を禁止する条例の
制定について、再検討することを求める
陳

名古屋市の
客引き行為
禁止条例に
ついて考え
る会

1 一部の意見のみを取り入れて進め
ている客引き禁止条例の制定の再
検討を

ききおく
経水
2017.
11.20

〇＝賛成 ●＝反対 ▲＝打切 ×＝棄権 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ



日本共産党をはじめ各会派から提案された8件の意見書案について、政審委員長会で内容についての協議・修正などが行

われ、議会運営委員会での協議を経て、3件について合意が得られ、12月8日に議決しました。

日本共産党提出の３件はすべて否決されました。

《採択された意見書》

臓器移植の環境整備に関する意見書

臓器移植の普及によって薬剤や機械では困難であった臓器の機能回復が可能となり、多くの患者の命が救われている。一

方で、臓器移植ネットワークが正しく管理されていない外国における移植は、臓器売買等の懸念を生じさせ、人権上ゆゆし

き問題となっている。 こうした中、平成20年５月に国際移植学会は、各国は、自国民の移植ニーズに足る臓器を自国によっ

て確保する努力をすべきことをうたった「臓器取引と移植ツーリズムに関するイスタンブール宣言」を行った。また、イス

ラエル、スペイン及び台湾などでは臓器売買に加え、臓器移植ツーリズムが法律で禁止されるなど、諸外国等では法整備が

進められている。

このような動きが、我が国における平成21年７月の「臓器の移植に関する法律」の改正につながり、脳死下での臓器提供

数は年々増加しているものの、平成28年は64例にとどまっており、いまだ提供数が必要数を大きく下回っている。その理由

としてドナー数と臓器提供施設数が少ないことが指摘されており、対策が急務である。また、移植に係るあらゆる対応や支

援を行う移植コーディネーターの確保や臓器移植施設の担当医・担当施設の負荷軽減も重要な課題である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、国民の臓器を提供する権利、臓器を提供

しない権利、移植を受ける権利及び移植を受けない権利を同等に尊重しつつ、臓器移植を国民にとって安全で身近なものと

して定着させるため、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 国民が命の大切さを考える中で臓器移植に係る意思表示について具体的に考え、家族などと話し合う機会をふやすこと

ができるよう、広く国民に対して臓器を提供する権利及び提供しない権利、移植を受ける権利及び移植を受けない権利

などについて啓発に努めること。

２ 臓器提供施設における院内体制の整備を図るため、マニュアルの整備、研修会の開催など個々の施設の事情に応じたき

め細かい支援を行うこと。

３ 臓器移植についての説明から臓器提供後のアフターケアまで、ドナーの家族に対してきめ細かな対応が可能となるよう
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意見書・決議

意見書案に対する各会派の態度（2017年12月1日 議会運営委員会理事会）

意 見 書 案
原案
提出

結果
各会派の態度

共 民 民 公 減

臓器移植の環境整備に関する意見書（案) 自民 可決 修正 ○ ○ 修正 ○

指定都市への難病に関する事務の移譲に伴う財政措置等を求める意見書
(案)

自民 否決 ○ ○ ○ ○ ○

性暴力被害者への支援の法定化に関する意見書（案) 民進 可決 ○ ○ ○ ○ ○

小中学校におけるプログラミング教育必修化に対して支援を求める意見書
（案）

公明 可決 ● ○ ○ ○ ○

建設業従事者のアスべスト被害者の早期救済・解決を求める意見書(案) 共産 否決 ○ ● ● ● ●

診療報酬・介護報酬等の同時改定に関する意見書(案) 共産 否決 ○ ● ● ● ●

教育の無償化の促進に関する意見書（案) 共産 否決 ○ ● ● ● ○

受動喫煙防止対策強化を目的とした健康増進法改正の早期実現を求める意
見書（案)

減税 否決 ● ● ● ● ○

ゴチック字は可決された意見書 議運に提案された段階での態度 ○＝賛成 ●＝反対 △＝保留
●が１つでもあれば議案として本会議に上程されません。
会派 共：日本共産党 自：自民党 民：民進党 公:公明党 減：減税日本ナゴヤ
＊立憲民主党は５人以上の議員の会派という要件があるため議運には入っていません。



臓器移植コーディネーターの確保を支援すること。

４ 臓器摘出手術から搬送までを担う移植実施施設の担当医について負担軽減対策を講ずること。

５ 臓器移植ネットワークが正しく管理されていない国において、日本国民が臓器移植を受けることのないよう必要な対策

を講ずること。

指定都市への難病に関する事務の移譲に伴う財政措置等を求める意見書

難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）における大都市特例の施行により、これまで道府県が行ってきた指定

難病に係る特定医療費の支給に関する事務の全てが、平成30年度から指定都市に移譲され、より身近な地域で支援が行われ

ることとなる。一方、特定医療費の支給に要する費用に対する国庫負担率は100分の50とされていることから、指定都市に

非常に重い新たな財政負担が発生する。さらに、国庫負担の対象は、人件費や電算システムの運用経費などの事務費は含ま

れていないため、これらの費用についても指定都市が負担することとなる。

また、難病相談支援センターの設置や在宅で人工呼吸器を使用している患者に対する訪問看護の実施等の療養生活環境整

備事業についても、指定都市において実施できることとなるが、事業の実施に必要な費用に対する国庫補助率は100分の50

以内であり、指定都市の負担は増加することとなる。

増加傾向にある難病患者の長期にわたる療養と社会生活を支える総合的な対策を、道府県より住民に身近な指定都市にお

いて、これまで以上に行っていくためには、適切かつ確実な財政措置が必要である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、難病法における大都市特例の施行に当たり、次の事項を実現するよう強く

要望する。

１ 特定医療費に加え、人件費や電算システムの運用経費などの事務費についても国庫負担の対象とすること。

２ 療養生活環境整備事業の実施に係る費用については、実態と乖離がないよう積算し、必要な措置を講ずること。

３ 特定医療費の支給に要する費用負担等について、道府県から税財源を移譲するなど、国の責任において適切かつ確実な

財政措置を講ずること。

性暴力被害者への支援の法定化に関する意見書

性暴力被害にあっては、被害者の人権が著しく侵害され、深刻な被害が生ずる。また、被害者がその被害の性質上支援を

求めることが難しく、事件として顕在化するものは氷山の一角にすぎない。

性暴力被害者は精神的ダメージを受けている上、さまざまな支援を要することから、その心身の負担の軽減や被害の潜在

化の防止などを図るため、総合的な支援を可能な限り１カ所で提供するワンストップ支援センターにおいて支援をコーディ

ネートすることが極めて重要であるが、設置されていない県もあるのが現状である。

内閣府では、都道府県によるワンストップ支援センターを活用した性犯罪・性暴力被害者支援の取り組みを促進するため、

平成29年度に「性犯罪・性暴力被害者支援交付金」を創設したが、中長期的にも支援が継続されるよう、ワンストップ支援

センターを法定化し、各都道府県での設置、適切な支援の提供、支援を行う人材の育成、安定的な運営が確保されるように

すべきである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、性暴力被害者に対する支援のため、次の事項を実現するよう強く要望する。

１ 性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの設置を都道府県に促すことを内容とする法律を早急に制定し、被害

者に寄り添う形での緊急時、中長期にわたる支援を法定化すること。

２ 法律に基づき、性暴力被害者の支援に関する施策に関する基本的な計画を策定し、あわせて、被害者に寄り添う支援を

行うための人材育成など、必要な財政上等の措置を講ずること。

３ 性暴力被害者の支援に関する施策に関する基本的な計画の策定を初め関連する施策の立案においては、性暴力被害者や

その支援者などがその立案過程に参加し、実態に即した形で行われるようにすること。

《採択されなかった日本共産党提案の意見書案》

建設業従事者のアスべスト被害者の早期救済・解決を求める意見書 (案)

建設現場でアスべスト(石綿)を吸い込み、肺がんや中皮腫などを発症した神奈川県の元労働者と遺族が、国と建材メーカー

に損害賠償を求めた訴訟で、東京高等裁判所は国とメーカーの責任を認める判決を言い渡した。 既に、全国六つの地方裁

判所からも国の責任を認める判決が出されている。

日本では建築基準法で不燃化・耐火工法としてアスべストの使用を進めてきたことにより、建設業従事者に大きな被害が

生まれた。アスべストによる疾患のうち、呼吸機能が低下する石綿肺については1950年代、肺がんや中皮腫などは70年代に、

アスべストとの因果関係があるとの医学的見解が確立していたが、代替が困難な一部の製品等を除き、国が使用を禁止した
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のはようやく2006年になってからであった。

同年には「石綿による健康被害の救済に関する法律」も制定されたが、補償内容について十分なものとは言えず、救済制

度の抜本改正を求める声も上がっている。また、労働関係法令上の労働者でないとして国の責任が認められてこなかった一

人親方の救済の道を広げることも急務である。

長年の訴訟の中で、病気が悪化し少なくない原告が亡くなっており、現在の被害者を命のあるうちに救済することは待っ

たなしの課題である。そのためには、国と一定以上の市場占有率を持つ建材メーカーなどからの拠出金による資金で、裁判

によらない簡易で迅速な救済を図る建設石綿被害者補償基金制度を創設すべきである。

今でも、既存建築物には多くのアスべストが残つており、解体・改築などで作業員が暴露する可能性がある。今後のアス

べスト対策にとっても建設石綿被害者補償基金制度の創設は有効である。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、建設石綿被害者補償基金制度の創設などにより、アスべスト被害の迅速な救

済に取り組むよう強く要望する。

診療報酬・介護報酬等の同時改定に関する意見書 (案)

診療報酬は、患者が受ける診療行為等について、患者・保険者から医療機関等に支払われる「価格」である。介護報酬も

在宅や施設で行われる介護サービスの「価格」であり、介護事業者の収入となる。

診療報酬は2年に1度、介護報酬は3年に1度の改定が原則になっており、来年度は二つの報酬改定が同時に行われる。加え

て、障害福祉サービス等報酬改定も重なり「トリプル改定」の節目の年となる。これらの報酬の改定は、医療や介護、障害

者福祉の各分野の施策の充実・改善を日指す積極的な議論の中で必要な水準を決定すべきである。

ところが現在、診療報酬をめぐり財務省などからは、国民負担の抑制や持続可能性の観点から、医師の人件費等の「技術・

サービスの評価」である診療報酬本体のマイナス改定を行う方向が示されている。介護報酬についても、介護保険料負担の

増を抑制する観点から、マイナス改定が必要との考え方が示されている。

しかしながら、これまでに行われた診療報酬のマイナス改定の影響は、各地の医療機関の経営を危機にさらし、「医療崩

壊」と言われる事態を招いてきた。介護報酬もマイナス改定が繰り返されるもとで経営が成り立たなくなった事業所があら

われ、介護が必要な人がサービスを利用できない「介護難民」を生み出してきた。

今必要なのは、マイナス改定ではなく、削減されてきた医療・介護の報酬を元に戻し、増額に転ずることで、必要な水準

の医療・介護・障害福祉サービス等を確実に提供していくことである。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、診療報酬及び介護報酬、障害福祉サービス等報酬の改定に当たっては、国

民負担の増加に直結しないように窓ロ負担・利用料負担の軽減を図りつつ、現在の医療・介護・福祉の水準を維持し拡充で

きる報酬になるよう強く要望する。

教育の無償化の促進に関する意見書(案)

教育は、子どもが人間らしく生きていくための重要な権利であり、家庭の経済力にかかわらず、全ての子どもたちに豊か

に保障される必要がある。

我が国においては、教育への公的支出の国内総生産(ＧＤＰ)に占める割合が、ＯＥＣＤ加盟国のうち比較可能な国の中で

最下位となっており、幼児教育への公的支出の割合は46%で、ＯＥＣＤ平均の82%を大きく下回り、大学など高等教育への公

的支出は34%と同平均70%の半分以下である。

幼児教育から大学・専門学校まで教育に係る私費が依然として高く、保護者・学生の負担は国際的に見ても重くなってお

り、文部科学省の調査によると、教育の保護者負担は、公立小学生で年平均約10万2000円、公立中学生は同約16万7000円と

いう実態である。

国においては、今年度、給付型奨学金を設けたが「成績優秀者」などの制限があるため、経済的に進学が困難な人全てに

支援が行き渡らない現状がある。

また、公立及び私立高校生の就学支援金には所得制限が導入されているが、高校生と保護者の負担軽減を目指した地方独

自の取り組みが各地で始まっている。 教育予算の大幅な拡充が求められる。

よって、名古屋市会は、国会及び政府に対し、教育への公的支出を大幅に増額し、幼児教育から義務教育並びに高等教育

に至るまでの無償化を促進するよう強く要望する。
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・名古屋港管理組合議会6月定例会が11月14日に行われました。

・当局提案の議案は補正予算2件、条例改正3件、その他6件の11件と追加の議

員派遣1件でした。

・本会議の質問者は山口議員のほか、県議会民進、市議会減税の３人。

・山口清明議員が、「伊勢湾の港湾運営会社」「上屋の安全対策」について一

般質問を行いました。

・本会議休憩中に常任委員会が行われ、終了後に本会議で採決が行われました。

・提案された決算認定案は決算特別委員会での閉会中の審査が行われます。

・提案された議案のうち指定管理1件に反対、追加提出された副議長が行く海

外視察については無駄なものとして反対しました。
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名港管理組合議会11月定例会について

名古屋港管理組合議会 2015年6月定例会 議案一覧

議案名
名古屋市会選出 県議会選出

結果 概要
共 自 民 公 減 自 民 公

2017年度名古屋港管理組合一般会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
5億9300万円の補正。中川口通船門耐震補強工事1億9200万
円、金城ふ頭物揚場補修工事2430万円、ヒアリ対策費800万
円など。いずれも繰越明許費に。

2017年度名古屋港管理組合基金特別会計補正
予算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
水族館振興基金に一般会計から9377万円をうけ積立。環境
振興基金の緑化振興の寄付100万円をうけ繰越金と合わせて
積立。

名古屋港管理組合個人情報保護条例の一部改
正

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
要配慮個人情報の定義を明確にし、係る情報収集の制限等
を追加。

専任副管理者の給与の特例に関する条例の制
定

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 給料・期末手当を10％削減。2017年12月～2021年3月

名古屋港臨港地区内の分区における構築物の
規制に関する条例及び名古屋港の港湾区域内
又は港湾隣接地域内における行為の許可に関
する条例の一部改正

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
臨港法の一部改正。臨港地区内の構築物制限に対して情報
提供施設を可能にするなど。

指定管理者の指定(新舞子マリンパーク、南
浜緑地及び北浜緑地)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 （株）日誠に指定。2018年4月1日から4年間

指定管理者の指定(中川口緑地始め8緑地) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 名古屋港緑地保全協会に指定。2018年4月1日から4年間

指定管理者の指定(富浜緑地(名古屋港ゴルフ
倶楽部(富浜コース)等を除く。)始め８緑地)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意 名古屋港緑地保全協会に指定。2018年4月1日から4年間

指定管理者の指定(名古屋港ゴルフ倶楽部(富
浜コース)等)

● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意 （株）ウッドフレンドに指定。2018年4月1日から4年間

指定管理者の指定(名古屋港ポートビル及び
ガーデンふ頭臨港緑園)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意 名古屋みなと振興財団に指定。2018年4月1日から4年間

権利の放棄及び和解 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

中川運河東支線Ａ地区7・8号地の公有地を使用していた黒
田材木店関係者の死亡に伴う法定相続人の相続放棄や木材
店の破産手続きで、公有地に残された建物等の工作物の所
有権放棄について原状回復に係る請求権放棄などでの和解
が成立。

議員派遣（副議長海外派遣） ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

海外派遣（副議長）：2018年2月13日より４日間。オースト
ラリア・シドニー港への表敬訪問とメルボルン港の調査。
特に何十周年という周年ではない、調査はついでに行くの
ではなく、目的意識をもった必要なメンバーで行くこと。

〇＝賛成 ●＝反対 ／ 共：日本共産党 自：自民党 民：民主党 公：公明党 減：減税日本ナゴヤ

開港110年記念で入港した
日本丸と海王丸
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指定管理施設の収支状況(単位:千円)

施設名 区分 2015年度 2016年度
2017年度
(計画)

新舞子マリンパー
ク、南浜緑地、
北浜緑地

収入 70,255 70,875 67,521

支出 70,589 71,769 67,521

収支差 △ 334 △ 894 0

中川ロ緑地始め
8緑地※

収入 41,487 41,759 47,624

支出 41,033 41,142 47,624

収支差 454 617 0

富浜緑地始め8
緑地

収入 69,154 42,320 41,500

支出 69.385 42,958 44,500

収支差 △ 231 △ 638 △ 3,000

名古屋港ゴルフ
倶楽部(富浜コー
ス)等

収入 434,906 415,683 485,000

支出 432,161 432,171 485,000

収支差 2,745 △16,488 0

名古屋港ポート
ビル、ガーデン
ふ頭臨港緑園

収入 407,000 405,826 433,500

支出 367,602 370,891 381,600

収支差 39,398 34,935 51,900

中川ロ緑地始め8緑地には、堀止緑地を追加している。

指定管理施設の利用者数(単位:人、台)

施 設 名
2015
年度

2016
年度

2017年度
(見込み)

新舞子マリンパーク、
南浜緑地、北浜緑地

魚釣り施設 26,502 22,132 22,500

駐車場 32,441 68,978 66,200

中川口緑地始め８緑地 運動広場(２面) 71,880 66,240 67,000

富浜緑地始め８緑地

野球場(６面) 21,300 22,470 23,800

運動広場(３面) 86,040 91,800 90,100

テニスコート(８面) 14,232 13,192 13,300

サイクリングロード 7,629 8,171 9,100

名古屋港ゴルフ倶楽部(富浜コース)等 44,334 42,406 44,500

名古屋港ポートビル、
ガーデンふ頭臨港緑園

名古屋港
ポート
ビル

講堂 10,578 13,198 11,600

会議室 11,742 12,325 10,200

展望室 161,574 142,915 152,200

名古屋海洋
博物館

150,711 130,378 139,800

南極観測船ふじ 178,455 142,954 157,100

駐車場 303,145 290,088 303,000

※ 平成29年度の利用者数(見込み)は、上半期実績を踏まえ本組合が作成

臨港地区 変更後

港湾隣接地域の変更

名古屋港港湾隣接地域の変更
港湾区域(水域)及び港湾区城に路接する地域を保全するため、港湾法に基づき指定

条例で港湾隣接地域内の工事などを行う場合の許可事項を定めている

変更地区 変更内容 変更理由

稲永・潮凪ふ頭 指定

防災施設と一体となって水域及び護岸等の効率的な維持・
保全に対応

大手ふ頭 指定

築地東ふ頭 指定

大江ふ頭 解除

潮見ふ頭 指定・解除

中川運河 指定・解除 堀止地区における埋立造成に伴う水際線の変化に対応



全国でいちばんたくさんヒアリが発
見されている名古屋港

【山口議員】特定外来生物「ヒアリ」が今年6月

に兵庫県尼崎市において国内で初めて確認されま

した。特定外来生物の対応を所管する環境省の発

表では、11月9日現在、12都府県で24件確認され

ています。

今月に入っても浜松市で6日、鍋田ふ頭で7日、

それぞれ新たに発見されたアリが、ヒアリと同定

されました。鍋田ふ頭で陸揚げされ、浜松市内の

事業者敷地内に運ばれたコンテナ貨物から約200

個体、空になって鍋田ふ頭に返ってきたコンテナ

から7個体が発見されました。つまり、鍋田ふ頭

で陸揚げされた時点、港のコンテナヤードを出る

時点では発見できませんでした。水際では防げな

かったケースです。

名古屋港では本年6月27日、鍋田ふ頭のコンテ

ナターミナルにおいて、搬出されるコンテナ外部

で「ヒアリ」が発見されたのを皮切りに、飛島ふ

頭や船見ふ頭などであいつぎ、ヒアリ及び同じく

特定外来生物の「アカカミアリ」が発見されまし

た。全国で発見確認されたヒアリ24件のうち6件、

四分の一が名古屋港。件数では全国でいちばんた

くさんヒアリが発見確認されているのが名古屋港

です。この事態を冷静かつ深刻に受け止めて、総

合的な対策をとる必要があります。

日本共産党名古屋市議団は、7月5日に、愛知県

議団及び鍋田ふ頭が立地する弥富市議団と連名で、

管理組合に対し、ヒアリ対策について4項目の申

し入れを行い、また8月17日には環境省・国土交

通省からレクチャーを受けるとともに対応の強化

を要請してきました。

初めての事態の中で、名古屋港管理組合がこれ

まで関係諸機関と共に行ってきた調査と防除、注
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名古屋港管理組合議会11月定例会 一般質問（11月10日）

ヒアリ等の対策について

ヒアリ対策／臨港地区の環境行政／名古屋港船舶
通航情報センターの活用

山口清明 議員

名古屋港におけるヒアリ調査等委託内訳
(調査期間:2017年11月～2018年3月)

ふ頭名 場所 調査内容 回数

飛島ふ頭

コンテナターミナル
トラップ設置・回収・
判別、目視調査

5回

臨港道路 目視調査 2回

緑地 目視調査 2回

鍋田ふ頭

コンテナターミナル
トラップ設置・回収・
判別、目視調査

5回

臨港道路 目視調査 2回

緑地 目視調査 2回

金城ふ頭 臨港道路 目視調査 2回

ガーデンふ頭 緑地 目視調査 2回

船見ふ頭 緑地 目視調査 2回

弥富ふ頭 緑地 目視調査 2回

委託料 8,000,000円

質問項目

１）ヒアリ等の対策について

２）臨港地区の環境行政について

３）港湾情報提供施設としての名古屋港船舶通航情報セン

ターの活用について

名古屋港管理組合に申し入れる、本村伸子衆院議員、愛知県議
団（わしの団長、しもおく議員）、名古屋市議団（田口団長、山
口議員、高橋議員、くれまつ議員、さはし議員、藤井議員）と那
須弥富市議（7月5日）



意喚起等の取り組みについては一定の評価ができ

ると思います。また国等への要望事項についても

適切な内容であり、実現のために私も努力したい

と思います。そのことを前提にしてうかがいます。

国への要望に対する対応や
財政支援はどうなったのか

【山口議員】名古屋港管理組合管理者から国土交

通大臣に対し7月13日に提出した要望、及び9月

11日に六大港協議会として同じく国土交通大臣に

対し提出した要望について、国はどのように対応

しているのですか。

要望には「港湾管理者が実施する対策にかかる

費用の財政的な支援」についても含まれています。

提案された補正予算には、ヒアリの水際での防除

に向けた調査費として800万円が計上されていま

すが、この費用について国からの財政的な支援は

ありますか。

国はトラップ等の調査を行い、舗装
の亀裂の補修に取り組んだ。財政的
支援制度が概算要求の盛り込まれた
（部長）

【港営部長】7月に総合的な対策や財政的な支援

について要望しました。

こうした中、総合的な対策として中国や台湾等

からのコンテナ定期輸送サービスが行われている

全国68港湾において、コンテナ貨物の周辺を対象

に、8月から11月にかけてヒアリの調査に取り組

みました。この調査は、対象施設の目視調査や、

トラップを設置・回収し、トラップの判別を行う

もので、1回目は全ての作業を国が、2回目及び

3回日は港湾管理者が目視調査とトラップの設置・

回収作業を分担して行っています。

また、国土交通省は、コンテナ夕ーミナルにお

いてヒアリの定着を防止するため舗装の亀裂箇所

を補修する取り組みにも着手しました。

一方、港湾管理者への財政的な支援として、来

年度の国土交通省港湾局の概算要求において、ヒ

アリ等特定外来生物の生息環境となりうる港湾施

設の改良に対する財政的な支援制度の創設が盛り

込まれています。

愛知県や名古屋市との連携はどうだっ
たのか

【山口議員】ヒアリ等の特定外来生物への対応は

国に一義的な責任があります。この立場を堅持し

たうえで、港湾管理者として港湾の安全と環境を

保全する責務を果たすことは当然です。しかし港

湾管理者としてできることには限界があります。

特定外来生物の防除や駆除については、自治体レ

ベルでは県・市の環境及び保健衛生行政が担うべ

き分野とされており、一部事務組合としての名古

屋港管理組合には担当すべき部署も、専門的な人

材もいません。

貨物については税関も含めて水際でチェックす

ることになっていますが、コンテナという輸送手

段、コンテナと言う箱については、そもそも船社

等の所有物であり、港湾管理者に点検する権限は

ありません。

さらに名古屋港でヒアリが発見されたコンテナ

ターミナルの管理運営は、港湾民営化によって港

湾運営会社などが担うことになったところです。

ヒアリ等の特定外来生物の防除を徹底して、コン

テナ物流の安全と信頼を確保するためには、港湾

管理者の取り組みだけでは不十分です。そこでう

かがいます。

特定外来生物の駆除・防除という業務を水際で

徹底するためには、愛知県や名古屋市に対して、

保健衛生分野での人的支援や財政的な支援を求め

る必要があると考えますが、いかがですか。県・

市との連携について、これまでの取り組みと今後

の対応についても答弁を求めます。

情報共有を図りつつ、確認時の対応
などについて協議・確認を行ってい
る（部長）

【港営部長】本港でヒアリが確認されて以降、愛

知県、名古屋市とは情報共有を図りながら、ヒア

リ等確認時の対応などについて協議・確認を行う

など速携を図っています。

その中で、ヒアリと疑われるアリが発見された

場合には、愛知県環境部で問合せ・相談を受け、

名古屋市城内で発見された場合には、名古屋市の

各区の保健所でも問合せ・相談を受ける体制とさ
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れている。

名古屋港内でヒアリが確認された際は、愛知県

環境部、名古屋市環境局等関係部局、本組合はじ

め関係機関が連携して目視調査などを実施してい

ます。引き続き、愛知県、名古屋市と連携を密に

して対応していきます。

コンテナターミナルの舗装は港湾運
営会社の責任と負担でおこなうのか

【山口議員】国が新たに示した対策の一つにコン

テナターミナルの舗装に関するものがあります。

いわゆる上物に相当する部分ですが、この整備・

補修は港湾運営会社の責任と負担で行うものと考

えてよいですか。

財政的な支援制度の創設は盛り込ま
れたが詳細な内容はわからない（部
長）

【港営部長】来年度概算要求でヒアリ等特定外来

生物の生息環境となりうる港湾施設の改良に対す

る財政的な支援制度の創設が盛り込まれたが、港

湾運営会社の責任や負担を含めた制度の詳細な内

容は、現在のところ明らかになってない。

国土交通省港湾局の検討状況を注視しつつ、支

援制度の活用に向けた関係者調整に取り組んでい

きたい。

コンテナ所有者の責任を明らかにす
る働きかけを

【山口議員】コンテナ所有者の責任についてはど

う考えていますか。アリが巣くうような状態のコ

ンテナは船舶輸送には使わせないルールが必要で

はないでしょうか。

管理組合からも既に国へ要望していますが、積出

港での対策強化が抜本的な問題解決には不可欠で

す。国に対策を求めるだけでなく、中国港湾当局

との交流にも力をいれてきた名古屋港として独自

に働きかけることはできません

か。

国にはもちろんですが、関係

業界にも、交易相手国の港湾当

局にも、積極的に働きかける姿

勢が必要ではないでしょうか。

コンテナ所有者における対策も重要
だ（部長）

【港営部長】ヒアリが海外から輸送されてくるコ

ンテナ内部の床板等で発見されていることを踏ま

え、水際での防除においては、船会社、荷主など

のコンテナ所有者における対策も重要と認識して

いる。

積出港での対策強化の具体化をどう
するのか

【山口議員】積出港における対策強化をどう具体

化していくか。

日中韓生物多様性政策対話等で論議
されている。国へは総合てみな防止
策を要望した（部長）

【港営部長】積出港での対策強化は、7月から環

境省が主催する専門 家会合において、ヒアリの

防除等に関する検討の中で議論されており、また、

8月の日中韓三カ国環境大臣会合を受け、事務レ

ベル会合である日中韓生物多様性政策対話におい

て、コンテナ積出し時の効果的な対策の可能性に

ついての議論が進められている。

9月には、本港はじめ、東京港、横浜港、大阪

港、神戸港などの港湾管理者で構成する六大港湾

協議会から、国土交通大臣に対し、積出港におけ

る対策も含めた総合的な施策を実施し、水際での

侵入防止を徹底することを要望した。

ヒアリ等の調査は、国の責任でしっ
かりやるように（要望）

【山口議員】ヒアリ等の特定外来生物に対する必

要な調査はしっかりやってください。しかし調査

費用は基本的に国が責任を持つべきです。

名古屋港独自の対策ならともかく補正予算に盛

られた調査内容を見る限り、国の行う調査と内容

は変わらない。回数をこまめに行うだけです。

問題なのは11月に新たに鍋田で見つかったよう

なケース。ヒアリがいたコンテナ貨物が名古屋港

をスルーしてしまい、港で確認されたのは空になっ

たコンテナが返ってきた時点でした。

水際での予防対策としては、定期的な調査だけ
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では不十分なのです。早期に発見し、定着を防ぐ

ための取り組みと同時に、もう一歩、積極的な攻

めの対策が必要です。

11月4日の読売新聞では「環境省は中国本土でコ

ンテナに殺虫剤を入れる新たな対策を導入する方

針を固めた」との報道がありました。積出港やコ

ンテナそのものへの対策が国レベルでも動き出し

ています。

こういう動きを後押しするような名古屋港独自

の中国港湾への働きかけやコンテナ所有者への働

きかけをぜひ具体化していただきたい。

そして財政的に大変なのが、コンテナターミナ

ルヤードの舗装です。上物を整備と管理を担う港

湾運営会社の責任と負担について、よく検討して

ください。公共から民間に移した途端、公的な負

担で整備すべき課題が生じた。港湾の公共的な性

格をよく踏まえて検討いただきたい。

臨港地区とはどんなところか

【山口議員】臨港地区とは、都市計画法に基づい

て指定された、港湾の管理運営を円滑に行うため

に必要な地区とされています。

この臨港地区は、一連の大気汚染防止法令では、

環境基準も適用されず測定値も評価の対象外と位

置づけられています。つまり住民が生活する地域

ではないということです。

1973年（昭和48年）6月12日付けの当時の環境

庁からの「大気汚染に係る環境基準について」の

通知では、環境基準の適用範囲について、「・・・

環境基準は、人の健康を保護する見地から設定さ

れたものであるので、工業専用地域、臨港地区、

道路の車道部分その他埋立地、原野、火山地帯等

通常住民の生活実態の考えられない地域、場所に

ついては適用されない」としています。

同通達では「…このことは、当該地域、または

場所における大気汚染の改善の目標、あるいは未

然防止の指針として、本環境基準を用いないとい

う意味であって、当該地域または場所における環

境大気についてはすべて大気保全行政の対象とし

ない趣旨ではないので念のため申し添える」と書

かれてはいます。

「念のため」にこう書かれてはいるものの、実

際には臨港地区は住民が居住する地域ではなく環

境基準の適用範囲外とされる扱いを受けてきまし

た。

しかし名古屋港の臨港地区では多くの人々が働

き、暮らし、呼吸しています。私は、これまでも

臨港地区の大気環境の保全について、名古屋港管

理組合が自治体として一定の責任をもつべきこと

や、環境基準の適用範囲から臨港地区を除外して

いる規定の見直しを求めてきました。

現実に、港湾業務と無関係に多くの住民が暮ら

している実態が臨港地区にあるならば、臨港地区

の指定そのものも見直す必要があるのではないで

しょうか。

ガーデンふ頭周辺の臨港地区を見てみましょう。

管理組合の庁舎跡地もそうですが、高齢者施設が

二つも建設され、実際に多くの高齢者が暮らして

います。港区役所で住民登録から調べてみると、

臨港地区内には、少なくとも今年8月15日現在、

148世帯、223人の居住者がいることがわかりまし

た。住民票はないけれど定員105人の老人保健施

設で暮らす方々も加えると、数百人規模の居住実

態が臨港地区にはあるのです。

とくに臨港地区である本庁舎跡地にわざわざ港

湾の管理運営と無関係の高齢者施設の建設を特例

として許可したのは管理組合自身ではありません

か。そこで3点うかがいます。
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臨港地区での居住の実態をどう把握
しているか

【山口議員】一つ、臨港地区とは住民が居住する

ことを前提とした地域ですか。名古屋港の臨港地

区における居住実態を管理組合としてどのように

把握していますか。

居住を前提としていないが、23件の
住宅を把握している（部長）

【港営部長】臨港地区は、港湾の管理運営を円滑

に行うために、水域である港湾区域と一体として

機能すべき陸域で、基本的に居住を前提としてい

ない。「港湾法」及び「名古屋港臨港地区内の分

区における構築物の規制に関する条例」に基づき、

建築確認が必要な構築物に関して、建築確認申請

書を確認検査機関に提出する前に各分区の用途に

合致しているかどうかを確認し、その過程で住宅

の立地件数について把握している。現在23件の住

宅の立地を把握している。

高齢者施設が二つもあるガーデンふ
頭周辺の臨港地区は指定の見直しを

【山口議員】二つ、定員百人規模の高齢者施設が

二つ建設されたガーデンふ頭周辺地区の臨港地区

の指定は見直すべきではありませんか。管理組合

庁舎の跡地に高齢者施設の建設を許可した段階で

指定を変更すべきだったのではありませんか。

高齢者施設は特に認めたが、ガーデ
ンふ頭周辺は港湾関連企業などが活
動しており港湾として管理運営する
（室長）

【企画調整室長】臨港地区は、昭和40年に最初の

指定を行って以降、埋立てによる港湾整備など、

土地利用形態の変化に合わせ、適宜、指定範囲の

変更を行ってきた。高齢者施設は築地ポートタウ

ン計画に即した士地利用であり、本組合の「名古

屋港臨港地区内の分区における構築物の規制に関

する条例」の規定で特に立地を認めたものです。

ガーデンふ頭周辺の地域は、同条例の制定前か

ら立地している住宅に加え、新たに高齢者施設が

立地するものの、依然として、相当程度の港湾関

連企業などが活動していることから、港湾として

管理運営することが必要と考えている。

居住地域を臨港地区の指定から外さ
ないなら環境行政に責任を持て

【山口議員】三つ、居住の実態がある地域は臨港

地区から外すか、外さないのなら臨港地区の大気

環境行政に管理組合として責任をもつべきではあ

りませんか。はっきりと答えてください。

大気環境の負荷の低減に努め、大気
環境の測定も要望していく（室長）

【企画調整室長】大気保全行政は、愛知県及び名

古屋市が担っており、 大気汚染防止法及び環境

省通知に基づき、大気の常時監視も法定受託事務

として、愛知県及び名古屋市が、地域の実情に応

じて測定局を配置し、常時監視を行うこととされ

ている。

臨港地区は環境基準が適用されず、測定値は評

価の対象とされてないが、 大気保全行政の対象

となっており、愛知県及び名古屋市により、ばい

煙の排出の規制等が行われている。

港湾管理者として、良好な港湾環境を目指し、

引き続き、緑地の整備や渋滞緩和に向けた臨港道

路の改良を進め、大気環境の負荷の低減に努めま

す。

臨港地区内での大気環境の測定は、平成22年に

愛知県及び名古屋市に要望し、現在、毎年、大気

環境測定車により臨港地区及びその隣接地で測定

が行われているが、今後も、臨港地区の利用形態

を踏まえ、地域の実情に応じて対応するよう、愛

知県及び名古屋市に要望したい。
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管理組合自らが居住者を引き込んで
いる。何人住んでいるのかもわから
ないのか(再質問)

【山口議員】名古屋港管理組合は独立した地方自

治体ではありますが、環境行政については母体で

ある愛知県、名古屋市と一体的に取り組んでもら

わないと行政機能が完結しません。大気環境でも

ヒアリ等の特定外来生物への対応でもそうです。

災害対策でも避難誘導計画は基礎自治体の仕事、

管理組合ではつくりません。

臨港地区は基本的に居住を前提としない地域と

して港湾管理行政が組み立てられてきました。だ

から回答でも23件建っている、とは答えていただ

いたが、何人住んでいるという回答がありません

でした。

過去はそれでよかったかもしれませんが、土地

利用形態の変化や規制緩和の流れの中で、臨港地

区に、管理組合が自ら多くの居住者を引き込むよ

うになってきているのです。

そうなってくるともう環境基準の適用範囲外と

いうことは言えません。居住実態にふさわしい都

市計画の変更や行政権限の見直しも検討すべきで

はないでしょうか。

臨港地区には建物が23件建っているとしか回答

がありませんでした。臨港地区の居住実態、どこ

にどんな人が何人住んでいるのか、管理組合は把

握する必要がないのですか。臨港地区には何世帯、

何人が暮らしているのか。明確に答えていただき

たい。

住宅の立地件数を把握するが世帶数
や人数まで把提できない（副管理者）

【専任副管理者】本組合は、市町村等基礎的地方

公共団体で取り扱われている住民の世帯数等を把

握する事務は行っていない。臨港地区内の構築物

の建設に際して、用途を確認する手続きの過程で、

住宅の立地件数を把握しているが、世帶数や人数

まで把提できないのが実態です。

名古屋市・愛知県とも連携をより密
にして行政運営を（再質問）

【山口議員】環境行政の全てを管理組合が担うべ

きだ、とまでは言いませんが、臨港地区への居住

を公に認めた以上は、他の地域に比べて不利益・

不公平な扱いがないように名古屋市・愛知県とも

連携をより密にして行政運営を行う必要があると

考えます。

こういう性格の問題ですので、名古屋市の住宅

都市局での行政経験もある専任副管理者に総括的

な答弁を求めます。

まちづくりや、土地利用の展開は都
市と港湾が密に連携することが重要。
環境行政でも、県や市との連携を密
にして取り組む（副管理者）

【専任副管理者】港湾と都市との接点におけるま

ちづくりや、土地利用の展開は、都市側と港湾側

が密に連携することが重要。環境行政も愛知県及

び名古屋市が所管しているが、 臨港地区の利用

形態を踏まえ、愛知県及び名古屋市との連携を密

にして取り組む。

臨港地区に環境行政の空白をつくら
ず、安全・安心な環境の保全改善を
（意見）

【山口議員】臨港地区の居住実態について、正確

な情報がないまま港湾行政が行われている実態が

明らかになったと思います。もともと居住を前提

にしたエリアでない環境基準の適用範囲から除外

された地域に、皆さんが行った規制緩和で住民の

居住を新たに認めてきた。

それなりの重い責任がありますよ。少なくとも

名古屋市に確認したら実際に、何世帯、何人が居

住している、といます、という答弁くらいは欲し

かった。把握しておくことは港湾管理者の責任で

す。

臨港地区に観光で人を呼び込むことには力を入

れるが、呼び込んで住むようになった人には無関

心では困ります。とりわけ大気環境悪化の原因と

なった工場や大型車の通行が多い臨港地区を、暮

らしの場として提供するというのですから、それ

なりの覚悟と対策をしっかりとっていただきたい。

あらためて名古屋市や愛知県と連携し、環境省に

も臨港地区の実態をよく説明し、環境行政の空白

をつくらず、臨港地区での安全・安心な環境の保
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全改善に力を尽くしていただくことを強く要望し

て、私の質問を終わります。

クルーズ船への対応強化にともなう
港湾情報提供施設とはどんな施設か

【山口議員】今議会に提案された第15号議案、す

なわち「名古屋港臨港地区内における構築物の規

制に関する条例及び名古屋港の港湾区域内又は港

湾隣接地域内における行為の許可に関する条例の

一部改正」については港湾法の一部改正に伴うも

のと説明されています。

そもそも、この港湾法の改正は、クルーズ船へ

の対応を民間活力の活用で充実強化するためのも

のです。臨港地区などの規制を緩和して、臨港地

区内のどこへでも、かつ誰でも、新たに港湾施設

として追加された港湾情報提供施設の建設を可能

とするものです。

そこで、港湾情報提供施設とはまずどんなもの

なのか。まずうかがいます。

インフオメーションセンター、パネ
ル、模型等を有する案内施設、港湾
内の主要施設の配置や稼働状況等を
一望できる見学施設

【港営部長】近年の外航クルーズ船の増加やそれ

に伴う乗船員・来港関係者への港湾に関する情報

の適確な提供が必要となり、国際定期航路の就航

ルートの集約化によって、船社が港湾を利用する

うえで必要となる情報を効率的に入手したり、港

湾を利用する物流事業者や荷主が船舶の就航状況

や港湾施設の稼働状況、臨港道路の混雑状況など

を適時に把握できることが重要になっている。

これらの事情に対応するため、港湾施設の利用

効果を高め、利用者の利便性を向上させることに

なる港湾の利用に関する情報を提供するための港

湾施設として、港湾情報提供施設が「港湾法」に

新たに規定された。

具体的な施設として、港湾施設等に関する情報

を提供するためのインフオメーションセンター、

パネル、模型等を有する案内施設、港湾内の主要

施設の配置や稼働状況等を一望できる見学施設と

されている。

名古屋港での施設整備計画は何もな
い中で、なぜ今例の改正か、他港の
動向はどうか

【山口議員】議案について調べてみましたが、当

局の誰に聞いても、この港湾法の改正及び条例の

改正を踏まえた名古屋港での施設整備計画は何も

ない、という答えしか返ってきません。クルーズ

船への新たな対応策、港への新たな誘客施設の計

画が何もないというのもちょっぴり寂しい気もし

ます。

それでは、なぜいまこの時期にこの条例を改正

するのか。他港の動向はどうか。名古屋港での今

後の見通しはどうか。あわせておたずねします。

県が条例改正したので改正、施設ニー
ズの把握に努める。他港はわからな
い（部長）

【港営部長】平成28年5月の港湾法の一部改正を

受け、改正内容に係る情報収集や他港の取組み状

況を注視し、検討していたが、愛知県が本年9月

の同県議会で「愛知県臨港地区分区内構築物規制

条例」の一部改正を行ったことを踏まえ、今定例

会で、「名古屋港臨港地区内の分区における構築

物の規制に関する条例の一部改正」を上程するこ

ととした。

現在のところ、名古屋港において、港湾情報提
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供施設へ新たに位置付ける予定のある施設はない

が、同施設のニーズの把握に努める。

他港で港湾情報提供施設として管理している事

例は、国土交通省港湾局においても把握していな

い。

名古屋港船舶通航情報センターの展
望室フロアを開放し、金城ふ頭の新
たな観光資源、シンボルタワーにで
きないか

【山口議員】名古屋港には何もない、と言いまし

たがガーデンふ頭には少なくともポートビルがあ

ります。クルーズ船のもう一つの受け入れ拠点で

ある金城ふ頭には本当に何もありません。

そこで一つ提案です。金城ふ頭の突端にある名

古屋港船舶通航情報センターは活用できないでしょ

うか。名前からするとまさしく港湾情報提供施設

のように聞こえますよね。同センターの10階には

展望監理室があり、名古屋港のほぼ全景が見渡せ

る絶好のロケーションを誇っています。しかし同

センターには基本的に一般の方は保安上の理由で

立ち入り禁止です。わかりますが、もったいない。

名古屋港船舶通航情報センターの展望監理室フ

ロアだけでも一般に開放し、金城ふ頭の新たな観

光資源、シンボルタワーにはできないでしょうか。

法律で立ち入りの制限を行っている
区域であり、一般開放は困難（部長）

【港営部長】名古屋港船舶通航情報セン夕一は平

成6年に、増加・大型化する船舶の対応として、

入出港情報の集中管理、海上交通情報の提供及び

航行管制などを一元的に実施するために建設され

た施設であり、船舶の安全

航行に係る重要な役割を果

たしていることから、一般

の方の入場を制限している。

同セン夕一の10階には展望

監理室を備えているが、埠

頭管理や船舶動静把握のた

めの監視を主な目的としている。

金城ふ頭は、交流機能と物流機能を両立するか

たちで土地利用を図っているが、同セン夕一は、

将来的にも物流機能を担う場所に立地しており、

「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等

に関する法律」に定める国際埠頭施設として立ち

入りの制限を行っている区域であることからも、

一般開放は困難と考える。

名古屋港船舶情報センターなど既存
施設の有効活用を柔軟に対応せよ
（要望）

【山口議員】港湾情報提供施設としての名古屋港

船舶通航情報センターの活用については、今後の

課題としておきます。金城ふ頭の在り方が大きく

変わる時です。新たな施設づくりだけでなく既存

施設の有効活用についても柔軟に対応していただ

くことを要望しておきます。
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９月議会以後11月議会終了、年末までに市議団が行った申し入れや見解、声明、談話などは次の通りです。

１ 南極観測船・砕氷艦「しらせ」の名古屋港寄港について（9月13日)

２ 困窮者支援も含めた年末年始援護対策の充実に関する申し入れ（12月8日）

南極観測船・砕氷艦「しらせ」の名古屋港寄港について

2017年9月13日
名古屋港管理組合管理者 河村たかし様

日本共産党名古屋市議団
団長 田口 一登

南極観測船・砕氷艦「しらせ」 (12,650トン) が9月29日から10月2日までの日程で名古屋港に寄港し30日と

1日の2日間はガーデンふ頭での一般公開を予定している。

海上自衛隊に所属する 「しらせ」の今回の寄港と一般公開は、名古屋港管理組合による名古屋港開港1 1 0

周年行事の一環であると同時に、 海上自衛隊の発表によれば、 航空機発着艦訓練を含む総合訓練を行いなが

らの寄港でもある。

8月17日には「しらせ」艦載機のヘリコプターC H-101が海上自衛隊岩国航空基地で訓練中に横転する事故を

起こした。 安全管理に万全を期すことが求められる。

南極観測は、 地球環境の保全と自然科学.の発展にとって意義ある事業であり、名古屋港においても南極観

測船「ふじ」を博物館として活用している。1961年に結ばれた南極条約は、科学的調査の自由と国際協力の促

進、南極地域の平和的利用(軍事基地・軍事演習の禁止)、領土権の凍結、すべての核爆発と放射性物質の処分

の禁止などをうたっている。

南極観測船・砕氷艦「しらせ」の名古屋港への寄港と一般公開にあたっては、自衛隊の隊員募集や宣伝の業

務などに岸壁を使用させることがないようにするとともに、この機会をとらえて南極条約の周知をはかるなど、

名古屋港開港11 0周年記念事業の一環にふさわしく国際協力の促進と平和に貢献する行事となるように取り組

まれることを強く要請する。

困窮者支援も含めた年末年始援護対策の充実に関する申し入れ

2017年12月8日
名古屋市長 河村たかし様

日本共産党名古屋市会議員団
団長 田口一登

市民の健康と暮らしを守る毎日の取り組みに心からの敬意を表します。

名古屋市が長年取り組んできた、日雇労働者等の宿泊場所等に困窮する方々への無料宿泊所の提供や臨時相

談所の開設などの年末年始援護施策は、大切なセーフティネットです。昨冬も減少したとはいえ64人が無料宿

泊所を利用しており、民間団体による野宿者支援の越冬活動などとともに、市民の命綱となっています。

経済的格差と貧困は、子ども、若者、高齢者と年代を問わず広がり、マスコミ報道などでも多く取り上げら

れています。

子どもの貧困に対しては、愛知県の実態調査が行われ、また「子ども食堂」などの動きも広がり、学習支援

事業の拡充もふくめ、取り組みが強化されてきました。

仕事・暮らし自立サポートセンターが市内三カ所に設置され、生活困窮者に寄り添う支援活動も本格的に始

まりました。

一方、ホームレス状態の方には５割を超えて精神障害や知的障害の方が存在しているとの調査結果も出され、

個々の状況に応じたきめ細かい支援が必要になっています。

派遣をはじめ不安定雇用の広がりを背景に、生活や仕事、お金や住まい、病気などに困っている市民は少な
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くありません。ワンストップで相談でき、適切なサポートができる仕組みが痛切に求められています。とりわ

け年の瀬には、誰もが安心して正月を迎えることができる独自の温かい支援策が必要です。

毎年この時期に取り組まれている「年末年始援護対策」を継続するとともに、困窮者支援とあわせて、現状

に見合うよう改善するために、以下の諸点を申し入れます。

1.援護が必要な方すべてが安心して年末年始を過ごせるように、支援団体とも連携し、無料宿泊所と事前・臨

時相談窓口に関する広報がいきわたるよう努めること。

2.年末年始援護対策の対象者にも少なくない精神や知的障害の方が含まれている実態を踏まえ、精神保健福祉

士などの専門職による障害に応じた支援に努めること。

3.結核検診をはじめとする健康診断とともに、歯科についても歯科衛生士による口腔内観察などの健康チェッ

クに努め、必要な受診につなげていくこと。

4.助け合いが話題となる年末の時期を、困窮者支援を進める集中期間として設定し、ひとり親世帯も含めた貧

困の実態把握と相談者を掘り起こす施策をすすめること。

5.仕事・暮らし自立サポートセンターなどでも、年末年始の臨時相談窓口の開設や緊急時の宿泊場所を現在の

時代にふさわしい水準で提供するなど、年末年始援護施策の機能強化を検討すること。
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2017年10月22日の総選挙において日本共産党が名古屋市内で獲得した比例票は74,713票、 8.37％でした。

市民と野党の共闘をいかそうと、小選挙区では１区、３区、５区で独自の候補者を取り下げました。
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資 料

資料１ 総選挙の結果（名古屋市・10月22日）





(北区)

岡田ゆき子
℡ 915-2705

(西区)

青木ともこ
℡ 532-7965

(中村区)

藤井ひろき
℡ 411-4161

(中区)

西山あさみ
℡ 263-050０

(昭和区)

柴田民雄
℡ 858-3255

(中川区)

江上博之
℡ 363-1450

(港区)

山口清明
℡ 651-1002

(南区)

高橋ゆうすけ
℡ 692-4312

(守山区)

くれまつ順子
℡ 793-8894

(緑区)

さはしあこ
℡ 892-5190

(名東区)

さいとう愛子
℡ 704-1928

(天白区)

田口かずと
℡ 808-8384

ご意見・ご相談はお気軽にどうぞ

日本共産党名古屋市会議員団

〒４６０－８５０８
名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 名古屋市役所内
℡ 052（972）2071 fax 052（972）4190 mail.dan@n-jcp.jp

ホームページをご覧下さい http://www.n-jcp.jp/
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